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はじめに

持続的開発目標（Sustainable Development 

Goals、略称 SDGs）は、書店に特設コーナー

が設けられ、車内広告や紙媒体、ネットなどで

も目にしない日がほとんどないほど一般的な言

葉になっている。小学生の娘も学校で SDGs が

教材になっているために、カラフルなロゴの

入った資料を持ち帰ってきた。４年生の「総

合」で、海洋プラスチック問題、ジェンダー平

等、貧困の問題などで映像資料から考えるとい

う授業を受けており、様々な課題を考えるきっ

かけとして印象に残った様子だ。

SDGs は国連総会で 2015 年に採択された、

2030 年までに「持続可能な社会」を実現する

ための世界共通の目標とされる。本稿ではその

概要を紹介し、世界の労働組合がどのように

考え、取り組んでいるのか紹介する。残念なが

ら、全労連ではまだ SDGs が公式の方針文書な

どに書き込まれている段階ではなく、組織とし

ての議論や公式な見解を持っているわけではな

い。本稿の中での分析や見解は筆者個人に属し

ている。

SDGsと労働運動SDGsと労働運動

特	集

SDGs と労働運動の課題
布施 恵輔

1　SDGsとは何か

冒頭に述べたように、日本では SDGs が多く

の人の目に止まるようになり、政府、大企業、

大手金融機関などの広告の力で国民的な認知度

は向上している。後述する 17 の目標のシンボ

ルカラーが環になったカラフルな金属製のバッ

ジを、襟元につけているのは多くがスーツを

着た男性ばかりだ。そのため、「おじさんバッ

チ」と揶揄する向きもあるようだ。

SDGs は、2015 年の国連総会で採択された国

際目標・公約で、2030 年までに「持続可能な

社会」を実現することを目標にしている。後述

する 17 の目標、169 のターゲットと 200 以上

の指標で構成されている。この広範で包括的な

内容に基づいて、気候変動、生物多様性などを

始め、「地球の限界」に由来する危機と、世界

全体に拡大する格差と貧困、平和、公正やジェ

ンダー平等などで取り組むべき内容を明らかに

している。この SDGs 自体は 2001 年に採択さ

れた MDGs（ミレニアム開発目標）の後継と

されている。

SDGs は MDGs の反省を踏まえ策定された。

MDGs は発展途上国を取り組みの主たる対象
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に策定されたのに対し、SDGs は先進国も含め

たあらゆる国や組織、個人を対象にしたユニ

バーサルな目標とされる。MDGs は発展途上

国を対象にしていたが、発展途上国の課題、

現在の地球規模の課題は、発展途上国だけで解

決できない。それらの国の課題の多くは、先進

国との関係からもたらされ、その支配構造の転

換なしには解決せず、むしろ先進国の問題であ

る面が大きい。SDGs は、先進国も発展途上国

も、都市も地方も、企業経営者も労働者も、あ

らゆる人と組織を対象として策定されているこ

とが一つの特徴だ。企業が自身の製品や技術で

目標達成に貢献するのは良いが、企業の中での

ディーセント・ワークの実現、サプライチェー

ンも含め労働者の権利が守られているか厳しく

問われる。その意味で労働組合が SDGs を生か

した取り組みを労使関係において進める事に意

義がある。

そこで、私たち労働者、労働組合はどのよう

に SDGs を考え取り組みに生かすべきなのだろ

うか。SDGs という言葉は急速に日本社会に浸

透しつつあり、企業や自治体、生協などの協同

組合も取り組みをアピールするようになってい

る。ただ、SDGs を本当に持続可能な社会を作

るためのツールとして活用しているかという点

ではまだ課題が多い。

重要なのは、SDGs をそれぞれの運動にどう

生かすかにある。例えば、自治体なら総合計

画を策定するときに SDGs に照らして施策をレ

ビューする。企業なら経営計画において、労働

組合なら運動方針を議論する際に SDGs に照ら

してレビューすることも必要になる。

例えば全労連の友誼団体の「新日本婦人の

会」は、SDGs を積極的に押し出し、自らの運

動と結びつけている。目標３「すべての人に健

康と福祉を」では保健所の職員増員、国保料減

免などの課題と、目標５「ジェンダー平等を実

現しよう」では性暴力、DV 防止の対策、生理

用品を学校や公共施設で無償配布させるなどの

課題に結びつけている。また目標４「質の高い

教育をみんなに」では 35 人学級の実現や、小

中学校給食の無償化などに取り組んでいる。こ

のように、SDGs を１つの指標にしながら自ら

の運動課題に引きつけた取り組みを進める事が

重要だ。

2　17の目標＝ゴール

SDGs は、「地球上の誰一人として取り残さ

ない」をスローガンとし、持続可能な世界を実

現するために 17 の目標・169 のターゲットを

掲げている。労働組合ではどのような課題に取

り組むべきか、17 の目標との関連で労働組合

の課題を考えると以下のようになる。

〈目標１〉貧困をなくそう
SDGs 第一の目標からすると、１日２米ドル

以下で暮らす最貧困層の人口を無くしていくこ

とがある。しかし、途上国だけでなく労働者の

貧困は先進国とされる日本でも非常に深刻で、

新型コロナ感染拡大の影響を女性と非正規労働

者が最も強く受けていることからも明らかだ。

自分の職場、地域の労働者が貧困に苦しんでい

ないのか、労働組合として、自分たちの運動が

貧困問題の解消に有効な対策を打ち出せている

のかを検証する必要がある。最低賃金の大幅引

き上げ、全国一律最賃制実現をめざす運動、非

正規差別 NG などの運動はこの目標に合致して

いる。
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〈目標２〉飢餓をゼロに
一見、日本社会とは無縁の課題のように思え

るが、目標１と同様、コロナで特に食べること

にすら事欠く状況は私たちの周囲に存在してい

る。この間全国で取り組まれているフードバン

ク、大人食堂など食料配布の取り組みからも明

らかだ。その上で、食料の安定確保や持続可能

な農業の推進という点は日本にもかかわる重大

な問題だ。日本は、欧州のドイツやイタリア、

スペインなどに比べ、有機農業の作付面積がと

ても小さく、食料自給率もカロリーベースで

37％と非常に低い。労働組合の視点では、基本

的食料にすべての労働者、国民がアクセスでき

る政策の実現と食料自給率の向上をめざすこと

が必要だ。食料を多国籍大企業に委ねてしまう

ような自由貿易に反対し、家族農業を守りなが

ら食料主権を守っていく食健連の運動との共通

性も大きい。

〈目標３〉すべての人に健康と福祉を
日本は、人口 1000 人当たりの臨床医の数

が、OECD 加盟国平均より低く、看護師も少

ない。国民皆保険制度も本人負担割合が大き

く、政府が進める公立・公的病院の統廃合など

は目標３とは明らかに合致していない。労働組

合として、病院などの医療機関、介護などの福

祉施設で働く組合員の声を政策に反映させるこ

と。患者や介護利用者とともにより良い医療・

社会保障制度を確立するために運動することが

求められる。

〈目標４〉質の高い教育をみんなに
教育に対する公的支出の割合が先進国で最低

レベルとなっている。少人数学級実現、教員の

過重労働解消、特別支援学校の設置基準など、

教職員組合がこれまで取り組んできた運動がこ

の目標には合致している。さらに、子どもに対

してだけではなく、働く人たちが新たな技能を

身に付けるための教育＝生涯教育、リカレント

教育もこの目標には含まれる。教職員組合の国

際組織 Education International（EI）はこの目

標４（Quality Education for All）を基本目標

として据えている。日本でも教職員組合だけの

課題にせず、ナショナルセンター規模ですべて

の労働者の課題として取り組む必要がある。

〈目標５〉ジェンダー平等を実現しよう
いわずもがなの課題だが、女性部や女性組織

任せにせず、職場の働き方におけるジェンダー

平等実現に加えて、労働組合活動でもジェン

ダー平等を実現することが求められる。ジェン

ダー平等が実現することで、LGBTQ を含めマ

イノリティーと呼ばれる人にも生きやすい社会

になる。労働組合が積極的にこれに取り組むこ

との意義は大きい。

〈目標６〉安全な水とトイレを世界中に
これも途上国課題と思われがちだが、安全な

水の問題はいま宮城県などで進められている水

道事業の民営化攻撃とも深く関連している。基

本的人権の一つとも言える安全な水を提供する

公営の水道事業をどう維持していくかは労働組

合の課題であり、雇用にも影響するテーマだ。

直近の国連人権理事会で清潔な空気、水、環境

を人権と位置付ける案に、日本はロシア、中

国、インドなどと共に棄権している。安全な水

は人権でないと考える政府にどう立ち向かう

か、問われている。
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〈目標７〉エネルギーをみんなに	そしてク
リーンに

省エネなどに個別に取り組むだけでなく、再

生可能エネルギーへの抜本的転換を求める運動

に取り組むことが労働組合にも求められる。持

続可能性がない化石燃料や原子力によるエネル

ギー調達から、再生可能エネルギーに切り替え

る「公正な移行（Just Transition）」は、国際

労働運動でも重要な課題になっている。雇用を

増やし、地域でエネルギー循環を作り出す取り

組みにももっと労働組合は関与すべきだ。

〈目標８〉働きがいも	経済成長も
ILO（国際労働機関）が掲げるディーセン

ト・ワークと一致した、労働組合の本丸の課題

である。世界の労働組合の取り組みは後で紹介

するが、全ての人のディーセント・ワークを実

現することが経済成長にもつながるという社会

的合意を作り、賃金や労働条件を引き上げてい

くためにも労働組合の仲間を増やし、組織率を

上げること、団体交渉力を強化することもこの

目標に沿った活動だと言える。

〈目標９〉産業と技術革新の基盤をつくろう
日本は近年、研究環境が悪化し、研究者の労

働条件も悪化している。大学の自治を守り、国

のいいなりではなく自律的に研究できるような

予算と体制を確保することは、大学の教職員組

合の運動課題であると同時に、学問の成果を享

受する全労働者の課題だ。学問の自由を守るた

めにも、菅政権による日本学術会議の人事介入

など、国家による学問や研究への介入を許さな

い取り組みにも繋がっている。

〈目標10〉人や国の不平等をなくそう
国内および国家間の不平等を是正することが

主要な課題となる。グローバル化によって経済

の相互依存が高まり、多国籍企業が自由にビジ

ネスを展開している今日の世界で、発展途上国

の劣悪な労働条件は、国際競争を通じて、先進

国の労働者にも必ず影響する。発展途上国の労

働条件の底上げが先進国の労働者の労働条件の

改善にもつながるため、労働組合のグローバル

な活動が非常に重要になる。もちろん、国内で

の格差と不平等を解消する様々な運動課題も重

要になってくる。

〈目標11〉住み続けられるまちづくりを
地域の衰退が大きな問題になっている。交通

や公共サービスなどの地域間格差の是正が課題

になるが、全労連がめざす地域循環型社会の実

現がこの内容になってくる。公務の労働組合だ

けの課題にしない、持続可能な地域社会のあり

方を提起し、運動を進めることが求められてい

る。

〈目標12〉つくる責任	つかう責任
持続可能な消費と生産のパターンを確保する

課題が含まれる。消費者の消費行動の変革に注

目が集まるが、労働組合として生産現場が倫理

的であるかどうかもチェックすべき点だ。プラ

スチックやビニールの消費に見られるように、

個人の行動がいくら倫理的になっても、結局プ

ラスチックの生産と消費の帰趨を握っているの

が大企業である以上限界がある。持続可能な地

球を実現するために生産活動に関する必要な規

制も必要になってくる。
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〈目標13〉気候変動に具体的な対策を
待ったなしの気候変動、気候危機の問題は、

労働組合もより協力に取り組みを進める必要が

ある。全労連も国際的に労働組合や NGO とと

もに、気候変動に関する国際会議に参加して

11 月に予定される COP26（英・グラスゴー）

に向けた議論や提言活動にも参加している。エ

ネルギー政策の転換と同時に、脱炭素社会に向

け雇用を拡大させていくために労働組合が声を

上げることが求められる。

〈目標14〉海の豊かさを守ろう
目標 13 同様、海に囲まれた日本では国民的

に重要な課題だ。海洋汚染の問題、資源の乱獲

など、課題は多い。

〈目標15〉陸の豊かさも守ろう
日本の場合、陸の豊かさが海洋の豊かさにも

繋がり、循環と生物多様性を確保することが一

体の課題になっていることが、日本の食料や農

業、環境を守ることにつながる。

〈目標16〉平和と公正をすべての人に
平和と公正をすべての人に実現するために

は、戦争をなくし核兵器をはじめとする大量破

壊兵器をなくすこと、日本国憲法に基づく平和

外交を実現することが重要な課題だ。一部の大

国による別の国への介入や支配が機能しない

ことは、アフガニスタンの例からも明らかで、

国連憲章に基づく相互尊重により平和と公正が

実現できる世界をめざす運動も労働組合の課題

だ。

〈目標17〉パートナーシップで目標を達成
しよう

最後の目標にはこれまでの課題を達成するた

めに、社会の中での重要なアクターである労働

組合が様々な他のアクターとパートナーシップ

で、共同して問題解決に向かって努力すること

が必要になっている。政府任せ、企業や資本任

せにしてはこれらの課題の本当の解決には繋が

らない。社会の中でも一定の労働者を組織して

いる団体である労働組合の役割が大きい。日本

では労働組合の存在が必ずしも大きいとは言え

ないが、民主主義社会においてはもっと労働組

合の声は大きくなるべきだ。

3　世界の労働組合がSDGsで果たしてい
る役割

労働組合が SDGs の達成に欠かすことのでき

ない役割を果たすことは、日本社会ではあまり

強調されていない。しかし、SDGs を推進して

いる国連や関係する国際機関では全く違う認識

を持っている。国連ラテンアメリカ・カリブ経

済委員会（UN ECLAC）のライス・アブラモ

事務局長は「労働組合は 2030 アジェンダの達

成の鍵だ。労働組合は社会の生産部門におけ

る中心的アクターであり、SDGs 目標８に関連

するだけにとどまらない役割がある。ディーセ

ント・ワークと経済成長だけではなく、ジェン

ダー平等、差別のない社会の実現、貧困の撲滅

などで重要な役割がある。労働組合は１世紀以

上にわたって団体交渉により協約を作るという

経験を、世界中で蓄積しており、この経験こそ

が 2030 アジェンダ達成の力となる」と述べて

いる。また欧州委員会国際開発協力局のフェ

リックス・フェルナンデス・ショー局長は「こ
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の分野での労働組合の働きは、欧州委員会の戦

略的な仕事である。2030 アジェンダの達成に

向けたグローバルな対話には、草の根と繋がっ

た労働組合が欠かせない」と述べている。

これには、SDGs そのものが政府だけの交渉

でできたものではないことも深く関わってい

る。国連加盟国の合意というと、政府間交渉で

できたものと思われがちだが、SDGs は政府間

交渉だけでなくオープンな場での議論を経てで

きている。市民社会の多様な声を反映させる

プロセスが存在し、それぞれの分野ごとに女

性、子どもや青年、先住民などに関わる団体や

NGO、地方自治体、経済界、科学者、農業従

事者などとともに労働組合も参加している。３

年以上の時間をかけた議論にはそのような背景

がある。特に民間企業が参加して合意したこと

は、これまでの国際合意には珍しいとされてい

る。しかし、労働組合、特に ITUC（国際労働

組合総連合）は積極的に関与し、その実践に当

たっても ILO などとも協力し、各国労働組合

を支援している。

SDGs には 17 の目標が縦と横でつながって

いるとされ、経済、社会、環境のそれぞれの分

野が別々ではなく一体の課題として考えられて

いる。国連などの国際機関ではこれまでも別々

に議論されており、国際条約か取り決めがこれ

までも行われてきた。しかし SDGs がこれまで

と違う点として、経済分野が社会や環境などの

分野と一体とされることにより、経済優先の思

考を転換することが必然的に求められる点があ

る。これは近年の国連でのビジネスと人権の

議論や、環境、社会、ガバナンスに配慮した

ESG 投資などの動きにつながっている。労働

組合の関わる目標８のディーセント・ワークの

実現がなければ貧困は拡大し、貧困が健康状態

や子どもの教育にも悪影響が及ぶなど、相互に

関連しあっている課題として位置づけられ、一

体のものとしての解決がめざされている。これ

は労働組合にとって当たり前のことであると同

時に、個別の課題のつながりをより意識した運

動が求められるということでもある。

さらに SDGs はすべての人が当事者という点

が貫かれている。前身の MDGs では途上国を

主要な対象としたために、先進国の側では当事

者意識を持ちにくい側面があった。SDGs では

先進国により多くの責任を負わせている。改め

て述べるまでもなく、グローバル化した世界で

は、途上国で起こる人権侵害や貧困、生活環境

の悪化に先進国が大きな責任を負っている。

2013 年にバングラデシュで多数の縫製工場が

入ったラナプラザビルが崩壊し、1,000 人以上

の労働者が命を落とした事故は、欧米先進国の

ファッションブランドのサプライチェーンの末

端の労働環境がいかに深刻かという点を世界に

明らかにした。その後、ILO も関与して協定が

結ばれ、安全対策強化への支援が図られた。

この例だけでなく、日本など先進国の多国籍

大企業の途上国での労働基本権や人権侵害は常

に問題になってきた。東京オリンピック、パラ

リンピックの調達事業も例外ではない。解決は

簡単ではないが、すべての国と資本がステーク

ホルダー、当事者として真剣に取り組むこと、

そこに労働組合の運動と連帯が求められている

点は重要だ。

ITUC と ILO 労働者活動局が協力して、各

国のナショナルセンターと共同して SDGs のそ

の国での達成に向けた取り組みをモニターして

い る。「A Trade Union Take on the SDGs」

という報告書を毎年公表して、各国の SDGs 達

成に向けた取り組みと労働組合の関わりをレ

https://rodosoken.com/
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ビューしている。途上国と先進国の別なく調査

がされているが、特にその国での SDGs 実施に

あたっての「透明性」「協議」「社会対話」の３

つの指標で分析しているのが特徴だ。

現在、新型コロナウイルスの感染拡大によっ

て多くの政策が中止や延期になっている国も

多い。しかし、コロナ後の「より良い回復

=better recovery」に向けた中で SDGs がその

指針としてより大きな意味を持っている。持続

可能な社会に向けて社会を根本から作り変える

ことをコンセプトにしている SDGs にとって、

むしろコロナ危機によって必要な社会のあり方

についての議論が進み、労働組合の取り組みの

方向性がはっきりしてきた面もあるからだ。

4　目標８の中で労働組合が重視すること

そのような中で、特に労働組合が重視するの

は目標８の中でも下記の項目だ（以下外務省訳

から抜粋）。

目標 8.　包摂的かつ持続可能な経済成長及

びすべての人々の完全かつ生産的な雇用

と働きがいのある人間らしい雇用（ディー

セント・ワーク）を促進する。

8.5　2030 年までに、若者や障害者を含むす

べての男性及び女性の、完全かつ生産的

な雇用及び働きがいのある人間らしい仕

事、ならびに同一労働同一賃金を達成す

る。

8.6　2020 年までに、就労、就学及び職業訓

練のいずれも行っていない若者の割合を

大幅に減らす。

8.7　強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人

身売買を終らせるための緊急かつ効果的

な措置の実施、最悪な形態の児童労働の

禁止及び撲滅を確保する。2025 年までに

児童兵士の募集と使用を含むあらゆる形

態の児童労働を撲滅する。

8.8　移住労働者、特に女性の移住労働者や

不安定な雇用状態にある労働者など、す

べての労働者の権利を保護し、安全・安

心な労働環境を促進する。

上記の内容はいずれも ILO のディーセント・

ワークの目標と合致しており、雇用を守り、創

出させながらコロナ後のより良い世界を作る上

でも必要不可欠な内容だ。パンデミックによっ

て多くの雇用が失われ、各国で医療をはじめと

するエッセンシャル・ワーカーが劣悪な条件に

あることが明らかになったことが、各国で雇

用・労働政策の根本的な見直しを迫っている。

そしてその中で労働組合が、交渉力を発揮して

賃金労働条件を確保、向上させることが大きく

期待されている。

今、世界ではグローバル大企業への最低課

税、富裕層・資産家への課税、最低賃金の引き

上げなど、コロナ禍を経て一歩確実に政策の方

向性が変わったと感じられる事例が増えてきて

いる。労働組合がそれらの実現に果たす役割

は、政治家へのロビーだけでなく広範な社会運

動と連帯して新しい社会契約を作る運動なので

はないか。SDGs はその指標として機能するは

ずだ。

5　指標、ベンチマークとしてのSDGs

SDGs は あ く ま で「 道 具 」 だ と 言 え る。

チェックリストと言ってもいいかもしれない。

それぞれの国において、労働運動においてもそ

4　目標８の中で労働組合が重視すること4　目標８の中で労働組合が重視すること4
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の運動が、SDGs に照らして、どこまで進んで

いるのか。一種の指標として使うことができ

る。

また、SDGs には、各国政府も、企業も、労

働組合も総論で賛成している。これは合意形成

の第一歩であり、対話の土俵がすでにつくられ

ていることを意味している。職場や地域で、

様々な運動の現場で、議論の土台はできている

と言える。

日本は政府や大企業が SDGs に取り組んでい

ることを広く宣伝していることは述べた。最後

に、様々な SDGs の取り組みを見極める上で重

要だと思う点を述べたい。

SDGs には「トランスフォーム」と「誰一人

取り残さない」という２つのコンセプトがあ

る。SDGs は持続不可能な今の世界を変革＝ト

ランスフォームするということ、つまり「すっ

かり形が変わるほど大転換する」という意味

だ。例えば、エネルギーでは途上国の排出権を

購入することで排出量の削減を免れるカーボン

オフセットのような仕組みが存在するが、それ

では「すっかり形が変わる」ほどの転換は達成

できない。今までの延長線上の改革ではない、

根本的な改革を実現しようとしているのかは重

要なポイントになる。

そして、大改革が行われる時には必ず取り残

される人が出る。パンデミックで世界の学校で

リモート授業が取り組まれたが、最新の国連総

会における報告でも概ね３分の１の子どもたち

しかオンライン授業を受けることができていな

い。パンデミックによってオンラインという一

つの技術の普及が図られたが、それに取り残さ

れた子どもたちがいる。安価な衣料品をつくる

ために発展途上国のバングラデシュの女性労働

者を犠牲にしてきたようなことは、もはや許さ

れない。

中途半端な変革ではもはや、ここまで深刻化

した地球の危機を救うことはできない。SDGs

前文には「我々は、世界を持続的かつ強靭（レ

ジリエント）な道筋に移行させるために緊急に

必要な、大胆かつ変革的な手段を取ることを決

意している。我々はこの共同の旅路に乗り出す

にあたり、誰一人取り残さないことを誓う」と

している。これは国連の何としても未来を変え

るという強い決意の表れだ。残された時間は少

ない、労働組合が社会の重要なアクターとして

果たす役割は大きい。
（ふせ　けいすけ・全労連事務局次長）

https://rodosoken.com/
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1　国連SDGsと労働人権保障

国際連合（以下、国連）は、2015 年総会で、

すべての加盟国の賛同で、「我々の世界を変

革する：持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」を決議した。同アジェンダ前文では、

「あらゆる形態と側面の貧困を撲滅することが

最大の地球規模の課題」であり、「持続可能な

開発のための不可欠な必要条件」であると指

摘する。そして、2030 年までの国連としての

行動計画として、17 項目の、いわゆる SDGs

（Sustainable Development Goals） を 発 表 し

た。この SDGs の 17 目標の第８番目に、「包摂

的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の

完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間ら

しい雇用（ディーセント・ワーク）を促進す

る」が挙げられている１。 

第二次大戦後、再出発した ILO（国際労働

機関）は、労働人権の国際化で大きな役割を果

たしてきたが、1970 年代後半から、国際労働

人権とは相反する新自由義的な経済・社会思想

が台頭する中で各国で労働運動が後退して、そ

の存在意義が問われるほどに活動が停滞した。

しかし、1990 年代以降、グローバル化による

弊害が目立ち、経済的な貧富格差が国家間だけ

でなく、先進工業国の中でも、多様な非標準

的雇用が広がり、格差、貧困問題が深刻化し、

ディーセント・ワークと SDGs
脇田　滋

社会が分断されるまでになってきた。ILO、

OECD、EU などの国際機関は、いち早くこう

した格差・貧困の問題に取り組んできたが、

2015 年の国連の SDGs は、ようやく国連とし

ても、「持続可能な開発のための不可欠な必要

条件」という限定付きではあるが、貧困撲滅を

「最大の地球規模の課題」とした点に意義があ

る。

本稿では、とくに、国連の一機関である ILO

の最近の政策動向と SDGs の関連を中心に検討

し、依然として新自由主義的な考え方から抜け

出せず、労働人権後進国となってしまった日本

の課題を考えてみたい。

2　新自由主義の台頭と国際労働人権の危機

（１）新自由主義と労働人権の抑圧
1940 年代後半から ILO は、結社の自由、団

結・団交権、職業安定行政、有料職業紹介規制

など、基本的な労働法、労働人権にかかわる数

多くの条約・勧告を採択した。国連は、1966

年の第 21 回総会で、国際人権規約「経済的、

社会的及び文化的権利に関する規約」を採択し

て、労働の権利（第６条）、公正かつ良好な労

働条件（第７条）、団結権、ストライキ権（第

８条）、社会保障（第９条）など詳細な労働人

権、社会人権の保障を各締約国の義務と明記し

た。これらの労働人権・社会人権の具体化に

https://rodosoken.com/
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は、国連の一機関でもある ILO が果たした役

割はきわめて大きかった。

しかし、1970 年代、「石油ショック」を契機

に、各国は経済の低成長に苦しむことになっ

た。こうした背景で台頭したのが、経営者側の

意図を強く反映した新自由主義（neoliberalism）

で、それに基づく、労働人権保障とは大きく対

立する政権が登場した。イギリスのサッチャー

政 権（1979 年 ）、 ア メ リ カ の レ ー ガ ン 政 権

（1981 年）、日本の中曽根政権（1982 年）は、

新自由主義に基づいた政策を強権的に進め、

「小さな政府」を標榜して、福祉・労働関連の

法規制を緩和・縮減し、労働人権・労働組合運

動を抑圧した。一方、ソ連（ソビエト社会主

義共和国連邦）が 1991 年に解体した結果、従

来、労働人権を擁護し、労働条件の向上の運動

を支えてきた労働運動が、各国で大きく停滞、

後退することになった。この間、各国での条約

批准も進まず、ILO は停滞ないし危機の状況に

陥ることになった。

（２）労働人権保障の必要性再確認
ア　EU における非典型雇用規制

1980 年代以降、新自由主義政策、さらにグ

ローバル化が進んだ反面、その否定的な影響が

拡大した。とくに、貧富の格差が国家間だけで

なく、各国の社会において働いても貧困から抜

け出せない雇用脆弱層が増大した。労働関連の

規制緩和政策が進み、労働組合の役割が低下す

る中で、英米日だけでなく西ヨーロッパ諸国を

含む OECD 諸国全体で、従来の常用、フルタ

イム、直接雇用を基本とする「典型雇用（あ

るいは標準的雇用）」とは異なる、パートタイ

ム、臨時（有期）、派遣労働など、多様な「非

典型雇用（atypical employment）」が増加する

ことになった。こうした非典型雇用は、雇用脆

弱層としての若年者、女性、外国人労働者を中

心に大量の「働く貧困（working poor）」層を

生み出した。工業国の中でも、格差と貧困の問

題が深刻化することになった。

EU 諸国内では、差別を争う裁判が提起され

る一方、その是正をめぐって労使が集団的協

議（社会的対話）を粘り強く行うことになっ

た。1989 年、社会憲章をめぐる論争が再燃し、

ETUC（欧州労連）と UNICE（欧州産業使用

者総連）、CEEP（欧州公共企業センター）が、

1996 年６月から交渉を開始し、1997 年６月の

枠組協約締結を受けて 1997 年 12 月 15 日、EU

理事会がパートタイム労働指針を採択した。同

指針は、パートタイム労働者を「週単位又は１

年以内の期間を平均して計算した所定労働時間

が、比較可能なフルタイム労働者の所定労働時

間より短い労働者をいう」と定義し、①差別禁

止原則（第４条）と ②パートタイム労働機会

の提供（第５条）などを規定した。

同様に、1999 年６月 28 日、EU「有期労働

指針」が採択された。これに対して、2000 年

５月から派遣労働の枠組み協約締結の交渉が

始まったが、「比較可能な労働者の定義」をめ

ぐって交渉が難航し、派遣労働者にも「非差別

待遇原則」を導入するか否かをめぐって、労

使、さらに加盟国間で異論が出た。結局、2008

年７月、差別をめぐって派遣労働者の労働・雇

用条件を派遣先事業所の同種あるいは類似の仕

事をしている労働者と比較できるようにする点

で政治的合意が調い、2008 年 11 月にようやく

EU「派遣労働指針」が採択された２。 

イ　ILO における「グローバル化」への対応

新自由主義やグローバル化の弊害に対応し

て、ILO は、1990 年代初めから弊害克服のた

https://rodosoken.com/
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めの議論を行い、積極的に関連の条約や宣言

などを打ち出す姿勢へ大きく転換することに

なった。そして、1994 年には「パートタイム

労働（175 号）条約」を採択した。これは EU

諸国で論議されていたものと共通して、フルタ

イム労働者と同一業務に従事する場合、パート

タイム労働者に「均等待遇」などを定める条約

であった。この条約は、従来、ILO が、典型雇

用労働者を前提に、その労働条件を規制する条

約・勧告の採択を中心としていたのに対して、

非標準的雇用の広がりを直視して、その弊害規

制への積極的な姿勢へ転換する画期となった。

その後、1996 年には「在宅形態の労働（177

号）条約」、1997 年には「民間職業仲介事業所

（181 号）条約」、1999 年「最悪の形態の児童労

働（182 号）条約」が続いた。

1998 年、ILO は、「労働における基本原則及

び権利に関する宣言」を採択した。この宣言

は、「グローバル化の挑戦」に対抗する上で、

きわめて重要な意義を有しており、まず、ILO

加盟国が、社会進歩のために富の公平な分配の

ために、加盟自体によって生じる一定の基本的

価値の実現に取り組む義務があることを確認す

る。この基本的価値は、①結社の自由及び団体

交渉権（87 号「結社の自由」、98 号「団結権・

団交権」条約）、②強制労働の禁止（29 号、

102 号条約）、③児童労働の実効的な廃止（138

号「最低年齢」、182 号「最悪の形態の児童労

働」条約）、④雇用及び職業における差別の排

除（100 号「同一価値労働同一報酬」、111 号

「雇用・職業差別待遇」条約）の４分野 8 条約

（＝基本条約）に示される。これらは「中核的

労働基準」とも呼ばれるが、日本政府は、この

８条約の中で 102 号、111 号条約を批准してい

ない（2021 年９月現在）。

通常の ILO 条約は、加盟国が国内批准手続

きを経て発効するが、未批准の条約であっても

加盟国は、中核的労働基準を尊重・促進・実現

する義務を負う。同時に、ILO は、特別のフォ

ローアップ手段など、目的達成のための支援義

務を負う。つまり、フォローアップとして加盟

国は、未批准の ILO 基本条約に対応するすべ

ての基本的権利について年次報告をしなければ

ならない。その報告は、理事会で審査され、そ

のコメントが、基本的原則・権利の実現状況報

告に掲載される３。 

ウ　1999 年 Decent Work 提言

1999 年６月、ILO 総会で、ファン・ソマビ

ア事務局長は、ILO の使命が、労働の世界にお

いて人々の置かれている状況を改善することに

あるとし、大変革の時代において「ディーセン

トワーク（decent work）」のための持続的機

会を見い出すことこそが、今後の ILO の主要

目標であると提起した。そして、その実現のた

めに、①労働における基本的原則および権利、

②雇用、③社会的保護、④社会的対話の４つを

戦略目標として提示した。

この提言は、ILO が、それ以前の約 20 年間

に及ぶ労働の世界の大きな変化を踏まえて、自

身の使命を再確認し、改善の積極的政策を行

う意欲を明言するものであった。それは、第

２次世界大戦末期の 1944 年総会で採択された

「ILO の目的に関する宣言」（フィラデルフィア

宣言）が、「労働は、商品ではない（labour is 

not a commodity）」ことを再確認したのに匹

敵する歴史的意義をもつ提言である４。 

エ　2006 年 雇用関係（198 号）勧告

ILO は、2006 年の第 95 回総会で、契約労

働（contract labour）条約を採択する予定で

あったが、使用者や一部政府の強い反対のた

https://rodosoken.com/
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めに条約採択に至らず、「雇用関係に関する勧

告（198 号）」を採択した。この勧告は、1998

年宣言の基本原則に反して、各国で広がってい

る「曖味な雇用関係（ambiguous emplpyment 

relationship）」の下にいる人々の保護を目的と

していた。その前文は、①法令等による労働者

保護、②「偽装雇用（disguised employment 

relationship）」慣行による権利・義務不明確等

の問題性、③加盟国の責務、④政労使協議、

⑤労働者の国際移動と保護、⑥問題の社会全

体への広がりを指摘する。そして、〔Ｉ〕関係

労働者保護の国内政策、〔Ⅱ〕雇用関係の存

在の決定指標・方法、〔Ⅲ〕監視及び実施を

勧告している。この勧告は、「自営業者（self-

employed）」名目で「労働者性」を否定して、

使用者責任を回避する労働力利用慣行に歯止め

を加えようとしている。当時はまだ、プラット

フォーム労働が広がっていなかったが、その後

の仕事の世界で、極めて重要な意味を有する先

駆的な勧告であった５。 

オ　労働人権保障に逆行した日本政府

1990 年代になって仕事の世界における格差

や不安定労働など、それまでの新自由主義的政

策の弊害が明確になってきた。ILO は、EU 諸

国等での非典型雇用見直しの動向を背景に、

「グローバル化」に対抗して、ILO の原点を再

確認しつつ基本原則（1998 年）や「ディーセ

ントワーク」（1999 年）を提起し、積極的な姿

勢を示すことになった。

しかし、ILO がパート労働条約を採択した

1994 年の前年（1993 年）、日本政府は同条約の

採択を察知して、その核心内容である「均等待

遇」規制がない「パート労働法」（正式名「短

時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」

1993 年法律第 76 号）を駆け込み的に成立させ

た。当時、日本では ILO の方向とは逆に、新

自由主義路線に基づく労働法の規制緩和策が頂

点に達していた。1995 年には、多様な非正規

雇用形態を活用すべきであるとする日経連「雇

用三分化」論が打ち出され、1996 年、派遣対

象業務が大幅に拡大し、1999 年には、「ネガ

ティブリスト化」により、対象業務を原則自由

化する労働者派遣法改悪が強行された。

当時、日本政府は、ILO が、1997 年に採択

した「民間職業仲介事業所（181 号）条約」

が、派遣対象業務限定方式を定めていないこと

などを、1999 年派遣法改悪の口実に利用した。

他の ILO 条約批准には消極的であったのに、

181 号条約の批准だけを例外的に推進した。確

かに、EU 諸国でも、派遣労働が労働市場の新

たな拡大に寄与するという認識があり、181 号

条約にも問題点・不十分点があった。しかし、

20 年以上を経過して、日本の派遣労働者は、

きわめて不安定・無権利な状況に置かれてい

る。とくに、その団結活動の権利行使は皆無に

近く、181 号条約と大きく矛盾している。当時

の ILO が「グローバル化」の弊害に対抗する

姿勢であったことを踏まえて、181 号条約の意

味を見直し、派遣労働者の実態を調査し、抜本

的改善を図ることが必要である６。 

3　労働人権をめぐる最近の国際動向

（１）公正なグローバル化のための社会正
義に関するILO宣言

2008 年、ILO は第 97 回総会で「公正なグ

ローバル化のための社会正義に関する ILO 宣

言」を採択した。この宣言は、グローバル化時

代において、仕事の世界における不確実性が広

がり、労働の権利の侵害が続き、グローバル化

ディーセント・ワークと SDGshttps://rodosoken.com/
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の行方に対する懸念が増している中、ILO の

使命と価値を力強く再確認する。そして、1999

年以来 ILO が発展させてきたディーセント・

ワークの概念を制度化し、憲章上の目的に匹敵

するものとして、ILO の政策の中核に据え、

ILO の能力を強化することを宣言したものであ

る。

同宣言は、すべての国際経済政策・国際金融

政策を社会正義という基本的目標に照らして検

証するとし、労働における基本的原則・権利に

関する 1998 年宣言を再確認、ディーセント・

ワークに対する国際社会の認知を奨励する。そ

して、ディーセント・ワークの実現のための４

つの戦略目標として、①雇用促進、②社会的保

護（社会保障及び労働者保護）、③社会対話と

三者構成主義の促進、④結社の自由及び団体交

渉権の実効的な承認を挙げている。そして、こ

れら４つの戦略目標は不可分で、相互に関連

し、支え合うものとし、いずれか一つでも促進

できないものがあれば、他の目標に向けた前進

を阻害するとしている。

この４つの戦略目標は、日本の労働法・政策

の改善を考える上で、きわめて重要な意味を有

している。この③の中で、「雇用関係の認定」、

「良好な労使関係の促進」、「効果的な労働監督

制度の構築」など、労働法及び制度を効果的な

ものとすることが具体的に指摘・強調されてい

る７。 

（２）国連「持続可能な開発のための2030
アジェンダ」

国連は、2015 年総会で「我々の世界を変革

する：持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ」を発表した。その前文では、「あらゆる形

態と側面の貧困を撲滅することが最大の地球規

模の課題」であり、「持続可能な開発のための

不可欠な必要条件」であると指摘し、2030 年

までの国連としての行動計画を示した。加盟国

すべての賛同を得たという、このアジェンダの

基本的な性格は、きわめて抽象的であり、その

本質的な意義を把握することは困難である。そ

こには、貧困をもたらした原因についての明確

な指摘がないまま、「貧困の撲滅」が課題とさ

れているからである８。 

ただ、「貧困」と密接に関連する労働や働き

方の変化について同アジェンダは、「今日の世

界」の 14.（直面する課題）で、「国内的、国際

的不平等の増加」、「機会、富及び権力の不均

衡」に言及し、「ジェンダー平等」の課題性、

「失業、とりわけ若年層の失業」の問題性を示

している。そして、「新アジェンダ」の 27.（経

済基盤）で「富の共有」「不平等な収入への対

処」を挙げ、「すべての人々のための働きがい

のある人間らしい仕事」の必要性を指摘する。

そして、「若者の雇用促進、女性の経済的能力

強化の促進を通じダイナミックかつ持続可能な

革新、人間中心の経済構築を目指す。我々は、

強制労働や人身取引及びすべての形態の児童労

働を根絶する。すべての国々は、生産性と職務

を達成するために必要とされる知識や技能、社

会に参入できる能力を備えた、健全で優れた教

育を受けた労働人口を有する立場にある」と宣

言する。

さらに、「持続可能な開発目標（SDGs）と

ターゲット」では、17 の目標を列挙し、「目標

８」で、「包摂的かつ持続可能な経済成長及び

すべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きが

いのある人間らしい雇用（ディーセント・ワー

ク）を促進する」ことを挙げている。労働・仕

事関連の目標は「貧困撲滅」というアジェンダ

https://rodosoken.com/
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の目的から考えて、最優先と言えるにもかかわ

らず、17 目標中の第８番目という「後順位」

に位置づけられている点に、どこまで真剣な目

標設定なのか強い疑問を感じさせる。ただ、そ

の目標の文言は、ILO が 1990 年代前半から、

新自由主義的な「グローバル化」に対抗して提

示してきた積極的方向を反映している。なお、

他にも「あらゆる形態の貧困を終わらせる」

（目標１）、「健康的生活の確保」「福祉の促進」

（目標３）、「教育」「生涯学習」（目標４）、「ジェ

ンダー平等」（目標５）など、労働に関連する

諸目標が挙げられている９。 

（３）ILO持続可能な開発のためのILO実施
計画2030アジェンダ

国連の SDGs 目標を受けて、2016 年８月、

ILO は「持続可能な開発のための ILO 実施計

画 2030 アジェンダ」を発表した。そこでは、

国連 2030 アジェンダの目標８を中心に、政策

アドバイス、SDGs 進捗状況を監視するディー

セントワーク指標、能力開発、アドボカシー

など ILO の各国支援が具体的に提示されてい

る 10。 

ILO は、翌 2016 年、「世界の雇用と社会の

見通し：貧困を終わらせるための仕事の変革」

という報告書を公表した。同報告書は、貧困

削減、所得不平等と、仕事の関係を考察し、

ディーセント・ワークが貧困を終わらせるため

に必要な前提条件であり、それがなければ、持

続可能な開発アジェンダの目標を達成できない

と指摘する 11。 

他方、ILO は 2016 年、『世界の非標準的雇

用：課題の理解と展望の形成』という報告書

を公表した。同報告書は、非標準的雇用 （non-

standard employment）について、大別して、

① 非 常 用 雇 用（temporary employment）、

②パートタイム・オンコール雇用 （part-time 

and on-call work）、③複数当事者間雇用関係

（multi-party employment relationship）、④偽

装雇用／従属的自営業 （disguised employment 

/dependent self-employment） が、2010 年 代

以降、世界で新たな広がりを見せていることを

詳細に報告・紹介している。とくに、②では、

オンコール労働が、ジャストインタイムの雇

用管理として広がっており、「ゼロ時間労働契

約」などをめぐる法規制が現れていること、④

では、プラットフォーム労働など、新たな形態

での自営業形式や「誤分類」の雇用管理の問題

点が指摘されている 12。 

4　おわりに

10 年前、日本の雇用社会を、ILO が 1999 年

に提起したディーセント・ワークの考え方との

比較で批判的に分析する研究に、筆者も参加し

たことがある 13。  

2015 年の国連アジェンダによる SDGs の提

言は、仕事の世界に関する目標の位置づけは

決して高くないが、国連機関である ILO が、

1994 年頃から新自由主義に基づくグローバル

化への積極的な対抗姿勢を示していることを一

部反映している。

そして、国連、ILO、OECD、EU に見られ

るこの 10 年間の労働をめぐる積極的な動向を

概観したとき、依然として新自由主義的な傾向

を色濃く帯びる日本の労働をめぐる法・政策が

世界から大きく取り残されて周回遅れの状況に

あることを痛感せざるを得ない。

現在、日本では、政府や経営者団体が主導し

て「雇用によらない働き方」を推進している。

ディーセント・ワークと SDGshttps://rodosoken.com/
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労働力不足を打開するために、高齢者をギグ

ワークで就労させることを提言し、法制化して

いる。差別的な非正規雇用を温存する一方、プ

ラットフォーム労働を含め、フリーランスとし

て不安定・低劣労働条件での就労者を拡大しよ

うとしている。しかし、ILO は、加盟国に基本

条約批准を求め、労働人権実現の方向に大きく

変わったことを再確認しなければならない。国

連の SDGs も、労働人権については、ILO との

関連でその意義を積極的に捉える必要がある。

既に、国連を舞台とした日本の女性団体、過

労死家族の会などの先駆的な取り組みがあり、

１ United Nations, Transforming our world: the 2030 Agenda for Sustainable Development （https://sdgs.
un.org/2030agenda）。外務省の「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」（https://www.
mofa.go.jp/mofaj/files/000101402.pdf）の仮訳を参照した。

２　濱口桂一郎「労働問題 概説 ＥＵ労働者派遣指令案：その経過と展望―派遣先の労働者との均等待遇原則を明記」世
界の労働 52 巻 5 号、2002 年 5 月、18 頁以下、中野聡「ＥＵのフレクシキュリティ政策―社会的コンセンサスを求めて
――」社会政策第 3 巻 2 号、2011 年 10 月、48 頁以下等参照。

３　労働における基本的原則及び権利に関する ＩＬＯ宣言とそのフォローアップ（https://www.ilo.org/tokyo/
information/terminology/WCMS_246572/lang--ja/index.htm）参照。

４　西谷敏『人権としてのディーセント・ワーク 働きがいのある人間らしい仕事』（旬報社、2011 年）40 頁。本稿では、
一般に普及した「ディーセント・ワーク」を使用する。なお、ソマビア事務局長報告全文は、ILO『Decent Work（ディー
セント ワーク）』（ILO 東京支局：翻訳発行）参照。

５　脇田滋編著『ワークルール・エグゼンプション 守られない働き方』（学習の友社、2011 年）参照。
６　181 号条約については、伍賀一道『「非正規大国」日本の雇用と労働』（新日本出版社、2014 年）315 頁以下が詳しい。

なお、派遣法改正の推移については、脇田滋「『ガラパゴス化』した日本の労働者派遣法 － 異形化した制度と抜本的見
直しの課題」季刊労働者の権利 336 号（2020 年 7 月）参照。

７　2008 年「公正なグローバル化のための社会正義に関する ILO 宣言」（日本語訳）参照（https://www.ilo.org/tokyo/
information/publications/WCMS_236375/lang--ja/index.htm）。

８ United Nations, Transforming our world: the 2030 Agenda for Sustainable Development （https://sdgs.
un.org/2030agenda）。アジェンダの日本語訳については、外務省の「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 
2030 アジェンダ」（https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000101402.pdf）の仮訳参照。

９　SDGs に関する文献としては、真嶋麻子「SDGs とは何か 変革のビジョンと課題」経済 2021 年 7 月、高柳彰夫・大橋
正明編『SDGs を学ぶ 国際開発・国際協力入門』（法律文化社、2018 年）、高橋真樹『日本の SDGs それってほんとにサ
ステナブル？』（大月書店、2021 年）参照。

10　ILO Implementation Plan 2030 Agenda for Sustainable Development（https://www.ilo.org/global/topics/sdg-2030/
lang--en/index.htm）

11　ILO, WORLD EMPLOYMENT SOCIAL OUTLOOK 2016 Transforming jobs to end poverty.（https://www.ilo.org/
global/research/global-reports/weso/2016-transforming-jobs/WCMS_481534/lang--en/index.htm）

12　ILO，Non-standard employment around the world: Understanding challenges, shaping prospects。ILO 東京事務所か
ら日本語版が公刊されている（https://www.ilo.org/tokyo/fow/WCMS_616021/lang--ja/index.htm）。

13　雇用のあり方研究会 伍賀一道、西谷敏、鷲見賢一郎、後藤道夫編『ディーセント・ワークと新福祉国家構想』（旬報社、
2011 年）

14　地公法改定による非正規自治体公務員の労働基本権剥奪に関する ILO 専門家委員会の見解（https://02ae0dfd-85c4-
4441-9442-311a084091f6.filesusr.com/ugd/f64231_f3994cde1d47408691ab4da72173b3ae.pdf）

法制定・法改正にもつながっている。また、非

正規公務員の団結活動の権利侵害をめぐる ILO

への申し立てでは、2020 年２月 13 日、それに

応える ILO の勧告が出ている 14。それぞれの

取り組みの主体は少人数であっても、日本は、

世界から注目を浴びている。日本の労働組合、

労働関連の市民団体は、狭く個別資本や当局と

の対抗関係に縛られず、労働人権をめぐる有利

な国際動向を積極的に活用することが求められ

ている。
（わきた　しげる・龍谷大学名誉教授、会員）

https://rodosoken.com/
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1　はじめに―SDGsはアヘンか

本稿は SDGs と企業の関係について検討する

ことを目的としている。筆者は他の論稿（小

栗、2020、2021a、2021b）でこの問題を論じ

てきたが、SDGs の実現にとって企業の変革は

要（かなめ）の位置にある。SDGs を推進する

ことは企業を変えることにつながり、企業を変

えることなしに SDGs は実現しない。しかし、

SDGs に取り組んでいる多くの企業において変

革が進んでいるとはいいがたい。現在、SDGs

は企業においてブームになっており、活発に推

進している主体は企業であるが、表面的な取り

組みが多いのが実態である。

そうしたこともあって、SDGs そのものへ

の批判や懐疑を唱える議論も起きている。経

済学・経営学においても、企業が経営戦略に

SDGs を組み込む動きに対して警鐘を鳴らす批

判的研究者も出てきている。特に話題の書と

なった斎藤幸平氏の『人新世の資本論』は、冒

頭で「SDGs は大衆のアヘン」であると断じて

話題を呼んだ（斎藤、2020）。斎藤氏は他の論

稿で SDGs における貧困撲滅や格差是正等につ

いては賛意を表明しており、SDGs の全否定で

はないようであるが、斎藤氏が問題にしている

のは、SDGs における気候変動への対応であり

「持続可能な経済成長」の提唱である。そもそ

変革目標としての SDGs と企業の
変革

小栗 崇資

も「経済成長」は持続可能性をもたらすもので

はないにもかかわらず、それを持続可能と称す

るのは幻想を与える誤った観念であるというの

が氏の主張の核心である。氏はそうした観念に

「脱成長」という考え方を対置したうえで、そ

の実現は資本主義では果たせないとして「脱成

長コミュニズム」を提起している。本論ではこ

うした問題提起そのものについて検討するもの

ではないが、論議すべき重要な論点であること

はいうまでもない。

筆者は「脱成長」ではなく「成長管理」が

必要であると考えている。マルクスは『資本

論』第３巻第 48 章で「社会化された人間、結

合された生産者たちが、…この物質代謝を合理

的に規制し自分たちの共同的制御のもとに置

く」ことによってはじめて「自由の王国」へと

つながると述べている（『資本論』第３巻、大

月書店版、1051 ページ）。仮に「脱成長コミュ

ニズム」が将来の目標であったとしても、そこ

に行くには歪んだ経済成長や物質代謝の攪乱を

制御するための中・長期の成長管理の過程が必

要となる。そして、その過程では企業の果たす

役割が重要となる。企業は経済社会を動かす単

位であり続けるからである。「持続可能な経済

社会」を実現するためには、改革へとつながる

「持続可能な企業経営」を追求することが不可

欠である。

そのためには、企業を変えていくことが経済

変革目標としての SDGs と企業の変革https://rodosoken.com/
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社会の変革にとって何よりも重要な課題とな

る。しかし、そのように SDGs の推進と企業の

変革を結びつけて進めることには様々な問題が

ある。特に現在の企業の SDGs の多くは SDGs

ウオッシュ（うわべだけの SDGs）となってお

り、その点を正していくことが重要な課題と

なっている。日本の SDGs はその多くが SDGs

ウオッシュであり、それが幻影をまき散らして

いるのではないか。「SDGs はアヘン」ではな

く「SDGs ウオッシュはアヘン」であるという

べきではないか。

本稿は、SDGs がどのような意味で追求に値

する課題であるか、日本の SDGs がどのような

状況にあるかを見たうえで、SDGs の推進の中

で企業をどう変えるべきかについて検討してみ

たい。

2　SDGsの特質と問題点

2015 年に MDGs（ミレニアム開発目標）の

後継目標として設定されたのが、SDGs であ

る。SDGs は、その前身である MDGs が国連

専門家や先進国の主導であったことへの反省か

ら、政府だけでなく企業や市民などの多様な

意見にもとづき、世界を網羅する５つの地域

グループの代表によって準備された（蟹江、

2020）。その結果、SDGs は国連の全加盟国

（193 カ国）の賛成により全世界が合意するは

じめての目標として決定された。SDGs は様々

な点で歴史的な意義をもつ重要な特質を備えて

いる。

（１）世界変革目標としてのSDGs
SDGs の特質は、それが世界変革の目標で

あるという点である。SDGs が提起されたの

は「2030 アジェンダ」という宣言においてで

あり、SDGs という目標だけが示されたので

はない。その正式なタイトルは「我々は世界

を変革する：持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」である。ここでは単なる変化では

なく構造転換という意味を込めて、「変革」

（Transforming）という言葉が使われている

（南、稲葉、2020）。

すなわち、2030 アジェンダは「世界変革宣

言」であり、SDGs を知るにはアジェンダを理

解しなければならない。アジェンダには世界が

向かうべきビジョンとして「目指すべき世界

像」が書かれている。あたかも世界革命の方向

が示されているかのような変革的なビジョンで

ある。

「目指すべき世界像」は、３つのパラグラフ

（7，8，9）で「貧困、飢餓、病気および欠乏か

ら自由な世界、恐怖と暴力から自由な世界」

「人権、人の尊厳、法の支配、正義、平等およ

び差別のないことが尊重される世界」「持続可

能な経済成長と働きがいのある人間らしい仕事

を享受できる世界」として示され、そのもとに

さらに具体的な世界像が列挙されている。目指

すべき世界像には長年の人類の夢が書かれてい

る。SDGs はその宣言を具体化するものとして

提示されており、その点で、SDGs は「世界変

革目標」であるといわねばならない。

SDGs はこれまでの単発であった個々の取り

組みを統合した包括的な目標である点も特質で

ある。SDGs は、これまでの国連や様々な組織

の多様な取り組みをはじめて統合し一体化した

ものであり、そうした取り組みを包括するのが

SDGs である。つまり、労働運動をはじめ多く

の社会運動がすでに取り組んできた課題の集合

が SDGs である。自分たちの取り組みを SDGs

https://rodosoken.com/
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の全体的目標の中に位置づけ直して、改めて運

動や取り組みを相互に連携させながら大きくし

ていくことが求められている。

（２）SDGsの基本骨格と弱点
SDGs の基本骨格となるのは、「目指すべき

世界像」に示されるように、貧困・飢餓の撲

滅、人権の尊重、格差・不平等の解消、ジェン

ダー平等、働きがいのある人間らしい仕事等の

変革的な目標である。気候変動対策についての

目標が不十分なものに見えるが、パリ協定の数

カ月前に設定された SDGs はパリ協定等の気候

変動枠組条約に従うとして、気候変動対策の目

標をパリ協定等にゆだねる形をとっている。

SDGs にはいくつかの弱点も指摘されてい

る。平和の目標 17 では核兵器の廃絶について

示されておらず、またエネルギーの目標７では

クリーンエネルギーの提示はあるが原子力発電

問題については触れられていない。こうした点

は、全加盟国の合意を得るために、妥協の産

物として SDGs が生まれたことによるものであ

る。その結果として不透明で曖昧な部分が存在

することとなった。

日本学術会議は SDGs にたいして 135 の提言

をしているが、その中で完全雇用・ディーセン

トワークと持続可能な経済成長との関係につい

て疑問を呈し、「完全雇用と人間らしい労働環

境の実現に、規制緩和と自由な経済活動により

促進されるという市場主義的発想が入り込んで

いる」と批判をしている１。またニューズウィー

クは、SDGs の実現を測定する指標について、

富裕国ほど点数が高くなるような開発優先、環

境軽視になっていると批判し、「SDGs の見直

し」が必要であると述べている２。

また SDGs は目標のみが設定されており、ど

のように取り組むかは各主体の自由にゆだねら

れているため、SDGs の曖昧な部分を都合よく

解釈する余地がある。SDGs を実現するために

は SDGs の不透明な部分を批判し、その改善を

図っていかなければならず、見かけだけの取り

組みである「SDGs ウオッシュ」（ウオッシュ

とはうわべだけの意味）をなくしていかなけれ

ばならない。

3　日本におけるSDGsの問題点

（１）日本政府の取り組みの概要
EU を中心とする欧米の SDGs の取り組みと

比べて、日本の取り組みは大きく遅れており、

様々な問題を抱えた状態にある（高橋、2021）。

日本では 2016 年５月に、SDGs 推進本部が

総理大臣のもとに全閣僚を構成員として設置さ

れ、16 年に SDGs 実施指針が決定された（19

年に改定）。17 年には SDGs アクションプラン

が策定され、それ以降、毎年新たなプランが発

表されている。そこには政府の重点施策として

３本の柱と８つの優先課題が示され、それを日

本の「SDGs モデル」と呼んでいる。それらは

次のものである。

〈３本の柱〉

①ビジネスとイノベーション―SDGs と連動

する「Society5.0」の推進

② SDGs を原動力とした地方創生

③ SDGs の担い手としての次世代・女性のエ

ンパワーメント

〈８つの優先課題〉

１．あらゆる人々が活躍する社会・ジェン

ダー平等の実現

２．健康・長寿の達成

３．成長市場の創出、地域活性化、科学技術

変革目標としての SDGs と企業の変革https://rodosoken.com/
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イノベーション

４．持続可能で強靭な国土と質の高いインフ

ラの整備

５．省・再生可能エネルギー、防災・気候変

動対策、循環型社会

６．生物多様性、森林、海洋等の環境の保全

７．平和と安全・安心社会の実現

８．SDGs 実施推進の体制と手段

（２）日本の取り組みの問題点
こうした３本の柱と８つの優先課題は、取り

組みの仕方を含めて大きな問題をはらんでお

り、世界の SDGs の取り組みに比して異質なも

のとなっている。

第１の問題点は、SDGs の基本骨格となる目

標から大きく乖離したものとなっている点で

ある。３本の柱にも８つの優先課題にも、貧

困・格差・不平等を是正するための重要な目標

が欠如している。21 年度のアクションプラン

の総論部分では「貧困・格差解消」の目標はな

く、「子供の貧困対策」、「ディーセントワーク

の実現」は掲げられているが、各論では、予算

計上のないまま従来の一般的方針が書かれてい

るのみである。「ディーセントワークの実現」

に至っては各論での例示すらないのが実態であ

る。子どもや女性、高齢者の貧困をいつまでに

どのような方策で無くしていくかという SDGs

目標はどこにもない。結局、政府の従来の施策

を SDGs に関連づけて並べ直すことが中心のア

クションプランになっているのである。

第２は、SDGs を企業や地方における科学技

術イノベーションについての目標に歪曲してい

るという点である。第１の柱は、SDGs をデジ

タル・トランスフォーメーション等により企業

のビジネスチャンスを拡大する目標にすり替え

ており、変革抜きのイノベーションに矮小化し

ている。柱に掲げた「Society 5.0」は経団連が

提唱する未来社会構想であり、それを SDGs の

中心目標としているのである３。政府の第１の

柱は、経団連の目標と一体的であり、それを中

心にして作られているといっても過言ではな

い。こうした本来の SDGs とは異なるものを世

界に発信すべき日本の「SDGs モデル」と称す

るのは、独善の極みである。日本の取り組みに

おいて、基軸となる政府の SDGs 推進策は無い

に等しいといわねばならない。

（３）日本政府に求められるSDGs政策
日本政府に求められるのは、本来の SDGs を

実現するための政策と体制の構築である。こ

の点では 19 年の実施指針の改定に際して、推

進本部の下に置かれた SDGs 推進円卓会議メン

バーのうちの構成員有志から次のような提言が

出されている４。

・ 日本における SDGs 推進のための目標およ

びターゲットを設定し、進捗度をレビュー

すること。

・ SDGs 実施推進のための「司令塔」を設置

し、権限と予算を与えること。

・ そうした制度を担保するために、SDGs 推

進基本法を策定すべきこと。

しかし、実施指針の改定にはこうした提言は

採用されることなく、外務省を窓口とする連絡

会議的な組織のままで、計画的な目標もなく、

実質的な法的枠組みがない状態が続いている。

「世界を変革する」のが SDGs の目標である

が、残念ながら、日本では「日本を変革する」

目標として SDGs は取り組まれていない。この

ままでは日本の SDGs は SDGs ウオッシュに堕

しかねない。
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4　企業によるSDGsの問題点

「世界を変革」し「日本を変革」する SDGs

となるかどうかは、政府・自治体がどのような

政策を立て企業がどのような取り組みを行うか

によって大きく左右される。日本での企業の取

り組みの現状はどうであろうか。

日本経団連は SDGs に積極的に取り組む姿勢

を示しているが、その内容にはいくつかの問題

がある。経団連は「企業行動憲章」改定版を

2017 年 11 月に公表したが、以前の版を大きく

改定し、SDGs の推進を掲げるものとなった。

改定のポイントは次の通りである。

・ サブタイトルを「持続可能な社会の実現

のために」に変更。

・ イノベーションにより持続可能な経済成

長と社会的課題の解決を図ることを、新

たに追加（第 1 条）。

・ 人権の尊重を新たに追加（第 4 条）。

・ 働き方改革の実現についての表現を追加

（第 6 条）。

・ 自社・グループ企業に加え、サプライ

チェーンにも憲章の精神にもとづく行動

を促す表現を追加（第 10 条）。

この改定は、「SDGs の達成」に向けて、第

４条で「すべての人々の人権を尊重する経営を

行う」、第６条で「従業員の能力を高め、多様

性、人格、個性を尊重する働き方を実現する」

として、SDGs 推進の姿勢を示している。これ

までの憲章になかった人権やディーセントワー

ク（と思われる）の課題について示したことは

意義あるものといえる。しかし、憲章改定の前

文で Society 5.0 の実現を提唱し、第１条にお

いてイノベーションの発揮を謳っている点は、

SDGs の方向を歪曲しかねない大きな問題であ

る。第４条で人権、第６条でディーセントワー

クに言及しながら、本筋はイノベーションに傾

斜した SDGs を中心にしようとしている。なぜ

なら、前文で「経団連では、Society 5.0 の実

現を通じた SDGs の達成を柱として企業行動憲

章を改定する」と述べているからである。すな

わち経団連にとっての SDGs は、Society 5.0 の

実現を目指すことに事実上、収斂しているので

ある。

イノベーションの意義を筆者は否定するもの

ではないが、技術革新だけで SDGs は達成され

えない。人権の尊重やディーセント・ワークの

実現は、SDGs の根幹でありイノベーションの

前提となる課題である。人権尊重等が先でそれ

にイノベーションが続くものであり、その逆で

はない。経団連憲章は、多くの企業での SDGs

の取り組みを、イノベーションを中心にしたビ

ジネスチャンス拡大を目指す取り組みにそらす

ものになっている。

帝国データバンクによる「SDGs に関する企

業の意識調査（2021 年）」（20 年に続く２回目

の調査）は、そうした日本の企業の SDGs への

取り組みの特徴の一端を示している。この調査

は、大企業・中小企業の計１万 1,109 社（大企

業 1,886 社、中小企業 9,223 社）からの回答に

もとづくものである。「SDGs へ積極的」な企

業は前年より 15.3 ポイント増え 39.7％となる

一方、SDGs に取り組んでいない企業は 50.5％

となお過半の状況にある。

SDGs に取り組む企業が 17 の目標のどれに

力を入れているかを示すのが次の図１である。

もっとも力を入れているのは「働きがいも経済

成長も」であるが、経団連の SDGs 事例集を見

ると、実態は「働きがい（ディーセント・ワー

変革目標としての SDGs と企業の変革https://rodosoken.com/
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ク）」ではなくイノベーションによる「経済成

長」を目指す取り組みがほとんどとなってい

る。目標の上位には、地球環境の危機を反映し

て、気候変動対策の目標も入っているが、他の

多くはイノベーションとビジネスチャンスに関

連する目標となっている。ジェンダー平等、平

和と公正、不平等の解消、貧困や飢餓の撲滅、

海と陸の環境保全など SDGs の基本骨格に関わ

る目標は、いずれも下位となっていて、力の

入った目標とはなっていない。

政府や経営者団体が本来の SDGs を推進する

姿勢と方策を示すことなく、科学技術とイノ

ベーションの発展に SDGs の取り組みを矮小化

しようとする現状では、企業に先進的な SDGs

の推進を期待することはできない。その点で

EU を中心とする欧米の姿勢は日本と異なって

いる。どのような取り組みが国連と EU でなさ

れているかを見てみよう。

5　国連・EUの企業変革の取り組み

（１）グローバル・コンパクト、PRI
国連においては、多国籍企業規制や ILO で

の労働に関する条約制定のための活動を経て、

2000 年以降、SDGs へとつながる企業・経済を

改革する取り組みが行われてきた。

2000 年に国連ミレニアム・サミットで「国

連ミレニアム宣言」が採択され、そこから生ま

れたのが MDGs であるが、MDGs の実現を支

える重要な取り組みとして同時に立ち上げら

れたのが「グローバル・コンパクト」（Global 

Compact）である。「コンパクト」とは「誓

図１　SDGs 17 目標の中で力を入れている項目（複数回答）

（出所）帝国データバンク「SDGs に関する企業の意識調査（2021 年）」

https://rodosoken.com/
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約」という意味であるが、人権と労働権の尊

重、雇用差別の撤廃、環境への責任、腐敗防止

など 10 の原則の実行を誓い、署名入りの書簡

を国連事務総長に送付してグローバル・コンパ

クトに参加することを企業に求める行動であっ

た５。

続いて 2006 年に提起されたのが「国連責任

投 資 原 則 」（PRI：Principles for Responsible 

Investment）である。グローバル・コンパク

トは企業に協力を求めるものであったが、資

本主義を支える本丸である機関投資家に協力

を要請するものとなったのが PRI である。

PRI は投資における６つの原則からなるが、

そこで提唱されたのが ESG というコンセプト

である。ESG とは環境（Environment）、社会

（Society）、ガバナンス（Governance）の頭文

字をとった用語である。社会的責任を果たすた

めに、環境、社会、コーポレート・ガバナンス

を考慮した投資を求め、署名を通じて参加する

ことを投資家に要請するのが PRI であった６。

（２）ビジネスと人権の取り組み
グローバル・コンパクトと PRI は企業と投

資家に対して協力を求める国連の活動である

が、あくまでも企業や投資家の自発性にもとづ

くものであった。自発性にゆだねるだけでは、

多国籍企業の利益追求のための無責任で有害な

行動をなくすことはできず、多国籍企業との対

立は次第に人権をめぐる問題を中心とするよう

になっていった。

そうしたビジネスと人権の問題に取り組んだ

のが、国連事務総長アナンからの要請に応えた

ハーバード大学教授のジョン・ラギーである。

ビジネスと人権をめぐっては長年にわたる対立

があり、人権問題に対して強制的な規制か自発

的な対応かの論争が続いていた。ラギーは国連

事務総長の特別代表としてこの難題に取り組

み、2007 年に「保護・尊重・救済：ビジネス

と人権のための枠組み」を公表した。その上に

立って、2011 年に「ビジネスと人権に関する

指導原則」を国連人権理事会に提出し、全会一

致の推奨を得た（ラギー、2015）７。

「指導原則」は、人権を保障する国の義務や

人権を尊重する企業の責任、人権デューデリ

ジェンスなどについて 31 の原則を定めたもの

である。特に、人権デューデリジェンスがビジ

ネスと人権の取り組みの核心をなすと考えられ

る。ラギーは「人権デューデリジェンスはビジ

ネスにおける人権尊重へと企業を導いていくた

めの、実践的かつ達成可能なアプローチ」であ

ると述べている（ラギー、2015）。

デューデリジェンスとは、デューは義務、デ

リジェンスは努力をさし、適正な調査・対応を

意味する言葉であるが、人権デューデリジェン

スは、企業がもたらす人権への有害な影響をリ

スクとして評価・管理し、適切に対処する企業

行動を求めるものである。後述するように、こ

の人権デューデリジェンスが多国籍企業規制の

重要な要素となり、企業に変革を促す方策と

なっていく。

そして「指導原則」が契機となり、それにも

とづく国際条約の検討も進んでいる。2018 年

には条約案が作成され、20 年には第２次条約

案が提示されるに至っている。多国籍企業の規

制をめざす国際条約化への動きは画期的な段階

に入っている（筒井、2021）。

このように、企業と資本市場の社会的責任を

求める取り組みがなされ、2015 年に SDGs が

提起されたのであるが、そこには企業と資本市

場の変革を促す様々な取り組みが集約されて

変革目標としての SDGs と企業の変革https://rodosoken.com/
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いったといわねばならない。

（３）EUを中心とするSDGsの取り組み
EU においては SDGs 実現の様々な取り組み

が行われてきたが、以下のような企業・経済に

関わる方策がとられている。

EU 人権デューデリジェンス法案

国連でビジネスと人権に関する国際条約化が

検討されている中で、欧米ではそれを待たずに

企業における人権についての法制化が次のよう

に進められてきている。

2015 年　イギリス　現代奴隷法

2017 年　フランス　人権デューデリジェン

ス法

2019 年　オーストラリア　現代奴隷法

2019 年　オランダ　児童労働人権デューデ

リジェンス法

2021 年　ドイツ　サプライチェーンにおけ

るデューデリジェンス法

名称は異なっているが、いずれも国連の指導

原則が提唱する人権デューデリジェンスの義務

づけを求める法律となっている。すでに見たよ

うに、ビジネスと人権は SDGs 実現の重要な要

素である。こうした動きはさらに、EU 全体で

人権デューデリジェンスを法制化する方向に進

みつつある。

それを導いたのは NGO「企業正義を求め

る ヨ ー ロ ッ パ 連 合（European Coalition for 

Corporate Justice）」による法制化への活動で

ある８。20 年９月に法案「企業におけるデュー

デリジェンスと説明責任」が出され、21 年１

月には EU の法務委員会での可決となり、22

年にかけて EU 法（指令）として制定が見通さ

れる段階に入っている。EU 法の制定後に各国

での法制化が義務づけられることになれば、企

業における人権の尊重は企業の自発性に依拠す

る段階から一挙に強制的な適用へと進むことに

なる。国連での国際条約化にも重要な影響を与

え、SDGs 実現への大きな支えとなると考えら

れる。

またこの法案は、「環境のリスクは人権のリ

スクと密接に結びついている」として、人権だ

けでなく環境についてのデューデリジェンスも

企業に義務づけており、人権と環境の双方の

取り組みを求めるものになっている。EU では

「企業正義」（Corporate Justice）と「気候正

義」（Climate Justice）を一体化して推進する

局面に入りつつあるということができる。

ESG 情報の開示

EU は 2014 年に非財務報告についての EU

指令も発している。非財務報告指令（Non-

Financial Reporting Directive） は、PRI で 提

起された ESG に関する情報の報告を企業に要

請するものである。環境、社会、従業員、人権

尊重、腐敗防止に関する情報、および取締役会

の多様性に関する情報の開示である。その後、

環境に関する議論の進展の中で、金融安定理事

会の設置した組織、TCFD（気候変動関連財務

情報開示タスクフォース）によって気候変動に

関連する情報の開示が提案されたが、それを受

けて EU の非財務報告指令の改定が気候変動情

報開示を組み込む方向で現在、検討されてい

る。

またそれとは別に EU は、19 年に気候変動

対策「欧州グリーンディール」を公表し、2050

年までのカーボンニュートラルを含む気候中立

への目標を世界で初めて掲げたが、そのための

サスティナブル・ファイナンスを導く情報開示

策として「EU タクソノミー」を 20 年６月に

法制化した。タクソノミーは分類の意味であ

https://rodosoken.com/
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り、事業活動をグリーン（環境目標に貢献）か

非グリーン（貢献なし）か、ブラウン（環境目

標を阻害）か、に分けて報告することを企業や

金融機関に求めている。EU タクソノミーも非

財務報告と並ぶ ESG 情報開示の一環となって

いる。

こうした ESG 情報の開示は、企業の環境、

社会、ガバナンスに対する姿勢を市場・社会に

示すものであり、開示によって姿勢の転換を企

業に促す効果があるとされている。「企業正義

を求めるヨーロッパ連合」は企業における人権

の尊重とともに、説明責任の強化と非財務情報

開示の強化・拡大を提起し、企業に変革を迫ろ

うとしている。ESG 情報の開示は SDGs を推

進するうえでの重要な手段となるといわなけれ

ばならない９。

以 上 の よ う に、EU を 中 心 と す る 欧 米 の

SDGs の取り組みは積極的かつ広範であり、

SDGs の達成度上位のほとんどにおいて、ス

ウェーデンやデンマークなど北欧を中心とした

欧州の国々が占めるという結果となって現れて

いる。

6　企業の変革とSDGs

「世界の変革」をめざす SDGs は、「企業の

変革」や「経済の変革」を必要としており、

SDGs の実現のためには企業による先進的な取

り組みが求められている。

国連グローバル・コンパクトは、GRI（グ

ローバル・レポーティング・イニシアチブ）、 

WBCSD（持続可能な発展のための世界経済

人会議）と共同で 2016 年にそうした企業の行

動指針として「SDGs コンパス（Compass）」

を公表している 10。コンパスの目的は、「企

業が、いかにして SDGs を経営戦略と整合さ

せ、SDGs への貢献を測定し管理していくかに

関し、指針を提供することにある」として、

SDGs への企業の貢献を経営戦略化とともに呼

びかけている。

コンパスが求めるのは単なる SDGs の経営戦

略化ではないことに注意すべきである。コンパ

スの特徴は、関連する法令を遵守し、優先課題

として基本的人権の侵害に対処する責任を認識

することを、企業行動の前提として求める点に

ある。コンパスは「企業にとって得になろうと

コスト増になろうと、人権を侵害するような影

響やリスクは、何をおいても対処されるべきで

ある」と述べ、ILO の多国籍企業３者宣言やグ

ローバル・コンパクト、ビジネスと人権に関す

る指導原則などを指針とすべきとしている。

さらにコンパスは、様々なステークホルダー

（利害関係者）とのより良い関係を構築するこ

とを求めている。コンパスの示すステークホル

ダーは、顧客や従業員だけでなく、女性、子ど

も、先住民族、移住労働者など不利な立場に置

かれ社会的に疎外されたりしている人々や、将

来の世代、生態系（自然環境）など自らの見解

を明確に表現できないステークホルダーまで及

ぶ、非常に幅広い利害関係者を含んでいる。

このようにコンパスは、SDGs の経営戦略化

とともに、人権を尊重し多くのステークホル

ダーに向けた経営を行う企業に転換していく

ことを促しており、「先進的企業」として持続

可能な開発に寄与することを要請している。

SDGs コンパスは、国連事務総長アナンの言葉

を借りれば「人間の顔をした」企業となること

を求めているのである。

SDGs への企業の取り組みはどのようなもの

であるべきかについて、本稿で述べてきたこと

変革目標としての SDGs と企業の変革https://rodosoken.com/
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をまとめると次の図２となる。

企業の取り組みを支えるのは図の下部にあ

る「SDGs 推進の基盤となる法・規制」であ

る。「企業における人権の尊重」「気候変動への

対策」「ステークホルダーのための経営」「ESG

情報の開示」の４つが重要な基盤を構成する。

いずれも相互に深く関連しており、こうした法

や規制にもとづく経営が企業に求められる。

そうした基盤に立って、SDGs の実現が図ら

れなければならない。労働・生産の場としての

企業に求められる SDGs の目標やターゲットを

例示したのが、図の中間の部分である。その場

合、目標・ターゲットの間で対立することのな

い統合的な実現を図ることが必要であることは

いうまでもない。

SDGs コンパスが推奨する SDGs の経営戦略

化においては、そうした基盤と目標・ターゲッ

トを前提に取り組むことが求められる。SDGs

の経営戦略化は、企業の自発的で先進的な貢献

を引き出すうえで重要な意義をもつ。SDGs は

企業の協力なしには達成できず、持続可能な経

済も実現しないからである。

その場合、経営戦略化が、図の下部にある

SDGs を支える法・規制や、中間にある SDGs

の目標やターゲットと矛盾することなく行われ

ることが必須であり、それが大前提とならなけ

ればならない。SDGs の経営戦略化それ自体を

批判する見解もあるが、有用な経営戦略化を認

めたうえで、経営戦略化の内容を分析し、問題

があれば是正させるという観点が必要であろ

う。

図のような SDGs の取り組みが企業において

行われることになれば、「企業の変革」は漸進

的ではあるが進むと考えられる 11。また SDGs

とともに株主資本主義からの転換が進めば、

「経済の変革」をもたらし資本主義そのものの

図２　企業に求められる SDGs の取り組み

（注）図は筆者により作成。
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変革につながっていくであろう。

7　おわりに―SDGsか SDGsウオッシュか

以上のような検討を踏まえれば、「変革目

標」としての SDGs の実現が我々にとっていか

に重要な意義をもつかを確認することができ

る。SDGs の弱点についての改善を図りつつ、

SDGs を「世界変革」の大義として位置づけ、

その実現に取り組んでいくことが重要となる。

疑義や批判は SDGs ではなく SDGs ウオッ

シュに対してこそ向けられなければならない。

特に日本においては、政府の施策や経団連の方

針が歪んだ SDGs 像を作り出しており、このま

までは日本の SDGs は SDGs ウオッシュへと変

質していく危険がある。まがいものの SDGs が

人々を誤った方向に導くのであり、その意味で

「SDGs ウオッシュはアヘン」といわねばなら

ない。

特に企業における SDGs ウオッシュを許すこ

となく、本来の SDGs 実現の取り組みを求め

ていくことが必要となっている。そのために

は EU が取り組んでいるような、政府による法

的・規範的規制が不可欠である。取り組みの遅

れている日本においては、人権デューデリジェ

ンス法の制定や ESG 情報開示の義務化、ガバ

ナンスの転換がなされなければならない 12。そ

のうえで、企業の SDGs の取り組みに対する批

判的な監視やモニタリングが労働運動や社会

運動の側に求められる。そうした過程で、企

業の変革を迫っていくことは可能であり、企

業の変革なしには SDGs の実現は望めないであ

ろう 13。
（おぐり　たかし・駒澤大学名誉教授、

労働総研常任理事）

変革目標としての SDGs と企業の変革

１　日本学術会議・科学と社会委員会報告「学術と SDGs のネクストステップ―社会とともに考えるために」2020 年９月。
２　ニューズウィーク日本版「SDGs 優等生の不都合な真実」2020 年 10 月８日。　
３　経団連の「Society 5.0」に対する批判については、友寄（2019）の第Ⅱ部第５章を参照されたい。
４　SDGs 推進円卓会議構成員有志「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針改定に向けた提言」2019 年９月。
５　グローバル・コンパクトには、20 年 12 月末現在、１万 6,339 企業・団体が参加している（日本では 392 企業・団体）。
６　PRI には、20 年 12 月末現在、3,991 の機関投資家・金融機関が参加している（日本では 93）。19 年には「国連責任銀行原則」
（PRB）も発足している。

７　 ラギーは、強制的と自発的の対抗する２つのアプローチをとるのではなく、「規範的枠組みとそれに対応する政策ガ
イダンスを開発して、合意を獲得する」という新たな方法をとったことを述べている（ラギー、2014，124 ページ）。

８　「企業正義を求めるヨーロッパ連合（European Coalition for Corporate Justice）」は「戦略的枠組」（Strategic 
Framework）において、「企業が人権、社会権、環境権を遵守すること」が持続可能な世界をめざす上で必要であると
している。

９　ESG 情報開示をめぐっては基準の統一が課題となっている。GRI（グローバル・レポーティング・イニシアチブ）や
IIRC（国際統合報告評議会）、SSAB（サスティナビリティ会計基準審議会）などが提起する基準が乱立しているが、国
際会計基準審議会（IASB）は基準統一に向けた提案を 20 年９月に公表しており、ESG 情報基準設定の他の機関ととも
に基準統一化のための本格的な論議が始まっている。

10　United Nations Global Compact, GRI and WBCSD, SDGs Compass : The guide for business action on the SDGs, 2016. 
日本語訳「SDGs Compass：SDGs の企業行動指針―SDGs を企業はどう活用するか」。

11　企業の変革に関する理論的な根拠はマルクスに求めることができる。マルクスは株式会社を資本主義を超えていく過
程の「通過点」と捉えている（小栗、2016）。

12　日本においてもようやく、20 年 10 月に「「ビジネスと人権」に関する行動計画」が政府により策定され、遅ればせな
がら取り組みが開始された。企業における人権の尊重を求める取り組みを強めることは、気候変動対策と並んで企業変
革への戦略的な意義をもつ運動の課題と考えられる。
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13　『世界』（岩波書店）2021 年９月号は「持続可能なあり方へ、企業を変えなければならない」として、特集「企業を変
える―気候・人権・SDGs」を組んでおり、企業の変革を考えるうえでは必見である。特に企業の人権侵害については、
伊藤（2021）を参照されたい。

【参考文献】
• 伊藤和子（2021）「ビジネスと人権―国際社会の動向と日本企業・社会の課題」『世界』2021 年 9 月号。
• 小栗崇資（2016）「株式会社とは何か―マルクスの「所有と機能の分離論」から」『経済』2016 年 12 月号。
• ――――（2020）「コロナパンデミックとグローバル企業の戦略」『月刊全労連』2020 年 11 月号。
• ――――（2021a）「企業・経済の変革と SDGs」『経済』2021 年 7 月号。
• ――――（2021b）「SDGs 実現目指して①～④」『赤旗』2021 年 7 月 6 日～ 7 月 9 日。
• 蟹江憲史（2020）『SDGs（持続可能な開発目標）』中公新書。
• ジョン・ジェラルド・ラギー（東澤靖訳）（2014）『正しいビジネス―世界が取り組む「多国籍企業と人権」の課題』岩波書店。
• 高橋真樹（2021）『日本の SDGs―それってほんとにサステナブル？』大月書店
• 筒井晴彦（2021）「企業と人権（上・下）」『赤旗』2021 年 4 月 16 日・17 日。
• 友寄英隆（2019）『AI と資本主義―マルクス経済学ではこう考える』本の泉社。
• 夫馬賢治（2020）『ESG 思考―激変資本主義 1990 － 2020』講談社α新書。
• 南　博・稲葉雅紀（2020）『SDGs―危機の時代の羅針盤』岩波新書。
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はじめに─ SDGs Wash（ウォッシュ）
とは何か

2030 年に向けて「行動する 10 年」に入った

SDGs の進捗について国連等による達成状況の

定量的評価やモニタリング強化が進んでいる

が、その過程で SDGs に取り組んでいるよう

に見せて、実際には「実態が伴っていない」

SDGs ウォッシュが問題になっている１。

もともとは実態を伴わない環境問題の取り

組みである「Green Wash」の SDGs 版とされ

る（IDEAS FOR GOOD）。実際、実態を伴わ

ないどころか、それを覆い隠すような宣伝広告

によるイメージ戦略が、石油産業等によって多

用されて来た。近年、SDGs とりわけ ESG 投

資の影響が増大する中で、多くの企業が SDGs

をアピールするようになっているが、実態を伴

わないイメージ戦略に終わっている事例が多

い。英リサーチ＆カンファレンス大手 Ethical 

Corporation のレポートによると、対象 1,400

社中の回答企業の３分の２以上が SDGs を事業

戦略に入れていると発表している一方で、明確

な目標を設定し、SDGs がしっかりとビジネス

に落とし込まれているのは 12％だったとされ

る（IDEAS FOR GOOD）。

この SDGs ウォッシュは、実は企業レベルに

留まるものではない。日本では SDGs 推進本部

SDGs ウオッシュを乗り越える
鳥畑 与一

が 2016 年に設立され、「SDGs 実施指針」のも

と「SDGs アクションプラン」が策定され「国

家戦略」として取り組まれているが、それは

SDGs を政府の成長戦略や既存の各省庁の政策

に読み替えた国家的 SDGs ウォッシュとなって

いる。また経団連は SDGs を重視した「企業行

動憲章」（改定 2017 年 11 月）や日本型 SDGs

として「Society5.0 for SDGs」の提唱を行っ

ているが、それは「Society5.0」なるイノベー

ション戦略に SDGs を読み替える経済界ぐるみ

の SDGs ウォッシュとなっている。このような

国家・経済界ぐるみの SDGs ウォッシュが、

個々の真摯な取り組み事例がありつつも自治体

や企業レベルでの SDGs ウォッシュの跋
ば っ こ

扈を許

すことになっている。

その一方で、SDGs は成長至上主義の資本主

義下では実現不可能であり、SDGs は資本主義

の矛盾を覆い隠す「アヘン」という主張もされ

ている。確かに、SDGs ウォッシュの跋扈を目

の当たりにすれば SDGs は「アヘン」のように

見えるかもしれない。しかし SDGs は、その目

標達成のために、不可分に統合された経済・社

会・環境の世界のあり方の根本的転換を迫るも

のである。例えば、宇宙船地球号という有限な

資源の下で次の世代を犠牲にしない持続可能な

開発を実現するために「右肩上がりの成長」の

否定が必要ならば、それを定常的経済に転換し

ていくことを我々に迫っているのである２。ま
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た世界経済フォーラム「ダボス宣言」が示すよ

うに、貧困格差の是正のためには株主資本主義

からステークホルダー資本主義への転換が必要

ならば、株主資本主義との決別を我々に迫って

いるのである。

SDGs は、その目的達成のために必要な経

済・社会・環境の根本的転換を迫る目標であ

り、それに抵抗する SDGs ウォッシュの動き

や、資本主義の不変性を前提にして否定される

ものではない。問われているのは、変革を担う

のはステークホルダーとしての市民社会であり

労働者（労働組合）の決意と力量なのである。

SDGs ウォッシュを許さず、世界を、何よりも

日本をトランスフォームしていくことが、我々

に課された課題なのである。

1　日本政府のSDGsウォッシュ

世界の SDGs 実現に向けた変革の勢いが増して

いる。化石燃料から自然エネルギーへの転換が車

のガソリンエンジンから電気モーターへの転換に

示されるように、まさに経済のあり方を根本的に

転換する形で進んでいる。火力発電インフラの輸

出を成長戦略として位置付けてきた日本と海外と

の「温度差」がますます際立っている。

その原因は、政府と経団連の SDGs の取り

組みが、国家と経済界ぐるみの SDGs ウォッ

シュをもたらし、自治体や企業等の実態を伴

わない、時には SDGs のコンセプトとは真逆の

SDGs の取り組みを生み出しているということ

である。その結果、日本の SDGs 達成度は世界

の中で年々後退しつつあり、国連「Sustainable 

Development Report 2021」のランキングでは

18 位となっている。ジェンダー平等の評価は、

世界で 120 位台である。国家的 SDGs ウォッ

シュが日本の SDGs の国際的水準からの劣後を

生み出している。

日本政府は、国連での SDGs 成立翌年の

2016 年５月には SDGs 推進本部を設置し、年

末に「SDGs の実施のための我が国の指針」を

制定、その後「指針」の具体化として「SDGs

アクション・プログラム」の策定と実施に取り

組んでいる。しかし、それは SDGs の 17 の目

標を日本政府が重視する８つの優先課題（①あ

らゆる人々の活躍の推進、②健康・長寿の達

成、③成長市場の創出、地域活性化、科学技術

イノベーション、④持続可能で強靭な国土と質

の高いインフラの整備、⑤省・再生可能エネル

ギー、気候変動対策、循環型社会、⑥生物多様

性、森林、海洋等の環境の保全、⑦平和と安

全・安心社会の実現、⑧ SDGs 実施推進の体制

と手段）に読み替えた上で、その課題に沿うよ

うに各省庁の既存の取り組みをさらに読み替

え、横並びに列挙したに等しいものであった。

例えば、ジェンダー平等や女性のエンパワー

メントは、「女性の活躍推進のための開発戦

略」とされ、「女性の力は成長の源泉と認識」

が基本理念にあげられるなど、女性の労働力と

しての活用による生産性向上という成長戦略に

組み込まれてしまう。具体的政策としては、

STEM 教育支援や女性の理工系研究者への支

援が挙げられ、女性の基本的人権を尊重する、

ジェンダー間の差別を是正しようとする SDGs

の目的から外れた成長戦略の手段にされてしま

う。「誰一人取り残さない」という理念も「一億

総活躍プランの、誰もが活躍できる全員参加型

社会の構築の方針を推進していることと軌を

一にしている」（指針３頁）と換骨奪胎され、

一億総活躍という経済政策の成果による成長と

分配の好循環を「いわば他の先進国に先駆けて

https://rodosoken.com/



31

持続可能な経済、社会づくりに向けて日本が示

す新たな『日本型モデル』と呼ぶべきメカニズ

ム」として、日本の成長戦略が SDGs の先駆的

モデルと自画自賛されてしまう。この結果、

「我が国は、このような持続可能な経済・社会

づくりに向けた先駆者、いわば課題解決先進国

として、SDGs の実施に向けた模範を国際社会

に示すような実績を積み重ねてきている」（指

針４頁）とされ、成長戦略で掲げられた既存の

政策実施そのものが SDGs の実行と同一視され

てしまう。SDGs 推進本部も「関係行政機関相

互の緊密な連携」を図る役割に留められ、本部

としての具体的計画はなく、各省庁の政策の羅

列を計画と称しているだけであり、実質的に各

省庁に丸投げの「司令塔不在」の SDGs 推進体

制であった。

また「日本の文脈に即して再構成」（指針

４頁）したという８つの優先課題は、科学技

術イノベーションによる成長戦略が軸となっ

ており、「Society5.0 for SDGs」として経団連

が主張するデジタル社会への移行戦略が政府

の日本型 SDGs とされてしまっている。例え

ば、「SDGs アクションプラン 2018」（2017 年

12 月）では、「日本の科学技術イノベーショ

ン力や情報のチカラ、そして『誰一人取り残

さない』との信念の下」「SDGs が創出する市

場・雇用を取り込みつつ、国内外の SDGs を

同時に達成し、日本経済の持続的な成長につ

なげていく」として、①「SDGs と連動する

『Society5.0』の推進（破壊的イノベーションや

生産性革命）、② SDGs を原動力とした地方創

生（先進モデルの自治体の成功例の普及）、③

SDGs の担い手としての次世代・女性のエンパ

ワーメント（働き方改革、女性の活躍推進、人

づくり革命）のように SDGs が Society5.0 に解

消されてしまっている。

具体的施策でも各省庁の政策の羅列であり、

なぜこれが SDGs なのか不明な政策も多く紛れ

込んでいる。「SDGs を達成するための具体的

施策」を見ると、内閣官房「希望を生み出す強

い経済」の政策として、規制制度改革を進め、

「攻めの経営」を促進、経済成長と温室効果ガ

スの排出抑制を併せて実現、ＴＰＰを含む経済

連携交渉、投資協定の締結改正の促進、観光先

進国の実現に向け総合的戦略的に取り組む、公

的サービス・資産の民間開放を推進する、開業

率・廃業率 10％の達成などが盛り込まれてい

るが、経済成長と温室効果ガスの排出抑制の両

立こそが日本の脱炭素の取り組みを阻害してい

ることヘの反省はない。また観光先進国に向け

てカジノ合法化が具体的柱になっている時、社

会的責任投資や ESG 投資においてギャンブル

がネガティブスクリーニングの対象になってい

る状況への反省はない。MDGs を継承発展さ

せた SDGs の本質や、そこに具現された国連憲

章や世界人権宣言、そして「尊厳ある労働」な

ど労働関連の国際社会の到達点との断絶が生み

出され、かつ不可分に統合されたものとしての

経済、社会、環境の三側面が分断され、デジタ

ル化というイノベーションの成否に SDGs が解

消され、政府の SDGs ウォッシュを許す構造が

生み出されている。

その結果、政府の「SDGs の取組み状況」や

「自発的国家レヴュー」等で示される取り組み

成果は、既存の政策のアピールや先進的事例と

されるものの表彰や紹介に留まってしまう。

第２回の「自発的国家レヴュー」（2021 年）で

も、「SDGs の達成に向けては、あらゆる分野に

おいて革新的なイノベーションを活用し」とい

うイノベーション頼みが継続される一方で、今
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後の進め方では具体性なしの状態となっている。

このような状況に対しては、SDGs 推進円卓

会議で厳しい批判が寄せられている。第１回

円卓会議（2020 年９月 14 日）では「単なる普

及・啓発のみならず、課題解決のために何が必

要かという本質的な発信が必要」、「本来幅広い

分野を包含する一方、一部の施策のみが強調さ

れている」と、SDGs 目標の絞り込みや抽象的

スローガンに終わっていることへの指摘がなさ

れている。第２回円卓会議（同年 11 月 13 日）

でも「理念だけでなく、SDGs 達成のための具

体的アクションを紹介していくことが重要」、

「SDGs に関する施策の中には具体的にどのよ

うに SDGs に貢献するのか『合理的で十分な説

明』を要するものがあり、対応が必要」とし

て、目標に向けての具体的数値目標の欠落や、

到達点を定量的総合的に評価し、共有する仕組

みの欠如が指摘されている。

日本の SDGs の進捗の深刻な遅れへの危機

感も表明されており、「SDGs 実施指針改定に

向けた提言」（円卓会議構成員有志、2019 年９

月）でジェンダー平等の遅れの「状況を改善す

る十分な政策・施策がとられておらず、現在

のところ、有意な改善はみられていない」、ま

た LGBT で「国や多くの地方自治体において

無策の状況に」あると指摘されている。「推進

円卓会議構成員による提言」（2020 年７月）は

「SDGs の複数ゴールへの貢献（社会的価値）

を科学的、定量的に把握・評価する仕組みの構

築が重要」とするが、「Society5.0 は巨大なビ

ジネス・投資機会でもある」とする潜在的イノ

ベーションの成否に目標達成を委ねた日本型

SDGs においては、具体的実行メカニズム構築

は構造的に重要視されないと言える３。SDGs

目標達成に向けた明確な数値目標が設定され

ず、各省庁の到達点を総合的・定量的に評価す

る仕組みも、それを共有しフィードバックする

仕組みもない状態が、国家的 SDGs ウォッシュ

を生み出している。

確かに SDGs では目標をどう達成するかは各

国の裁量に委ねられており、「幅広い分野にお

いて科学技術イノベーションが持つ潜在力も

また同様である」（４頁）とイノベーションの

役割を否定していない。しかし、それは目標

の換骨奪胎を許す裁量性でもなければ、イノ

ベーションの潜在力に全てを委ねることでは

ない３。イノベーションの進展いかんにかかわ

らず実行すべき計画性と行動を、そしてそれに

必要な経済、社会・環境の変革を SDGs は求め

ているのである。

2　経団連のSDGsウォッシュ

TDB「SDGs に関する企業の意識調査」（2021

年７月）によれば、重要性を理解し取り組んで

いる企業は前回（2020 年６月）に比べて８％

→ 14.3％、重要性を理解し取り組みたいと思っ

ている 16.4％→ 25.4％と一定の前進は見られる

ものの、取り組む課題の偏在と企業規模別の格

差が大きいとされる。また営利活動としての

取り組みが基本であり、TDB も「SDGs に取

り組む企業の景況感が全体よりも良好」（SDGs

景気 DI）として「企業の見られ方や魅力の向

上にとって外せないキーワードとなっている」

（７頁）、「自社の強みの再確認やビジネスチャ

ンスを拡げるきっかけにもなり得る」とビジネ

スとして SDGs を位置付けている。

経団連「第２回企業行動憲章アンケート調

査結果」（2020 年 10 月）でも SDGs は、事業

活動を SDGs の各目標にマッピングするのが中
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心（65％）であり、そのために優先課題の決定

（63％）が行われ、ビジネス戦略に SDGs を組

み込む（42％）が、優先課題の達成をモニタリ

ングする目標（KPI など）設定するのは 39％

にとどまっている。さらに企業の SDGs の「二

重人格」と表現されるように、SDGs の目標から

選択した優先課題と他の目標とのトレードオフ

を定量的に評価する仕組みは欠落しており、環

境問題に取り組みつつも社会的・経済的側面で

SDGs に反する活動を行う企業も後を絶たない。

このように企業レベルの SDGs は、その本来

の目的を理解した上でビジネス戦略の中に統合

的に落とし込むというよりは、既存ビジネスを

SDGs に読み替えることで SDGs を企業イメー

ジアップのために活用する傾向が強いと言え

る。このような個別企業の SDGs ウォッシュの

背景には、経団連などの経済界ぐるみで行われ

ている SDGs ウォッシュが存在している。

経団連「Society5.0 ─ともに創造する未来

─」（2018 年 11 月）は、近江商人の「三方良

し」など社会に根差した商売の営みなど「SDGs

等に通じる思考を経済活動に内包してきた」

（３頁）のが日本であり、狩猟、農耕、工業、

情報社会に続くデジタル技術を基盤とする第５

段階の社会（Society5.0）は「人間だけではな

く自然や技術にも想像をめぐらし、共生の道を

探ることで、持続可能な発展を遂げていく。

Society5.0 は、国連で採択された持続可能な開

発目標（SDGs）の達成にも貢献できる概念」

（10 頁）であり、「Society5.0 の実現によって多

様な視点からの創造的な課題解決を引き起こ

し、その解決策をデジタル革新で支援すること

で、Society5.0 for SDGs が現実のものとなる」

（15 頁）として Society5.0 を日本型 SDGs とし

てその世界標準化を提唱するのである。

しかしそこで描かれている世界は、SDGs ばか

りか日本社会の現実をウォッシュするような空

想の世界である。例えば Society5.0 では「多様な

人びとが多様な才能を発揮し、多様な価値を求

める社会になる。人々は性別や人種、国籍等に

よる差別、考え方や価値観の違いによる阻害と

いった個性の抑圧から解放され、暮し、学び、

働くことができる」（12 頁）とするが、現実に経

団連が進めているのは働き方改革の名の下での

雇用の多様化・不安定化を通じた賃金格差の拡

大であり、経済格差によって教育の機会均等が

奪われ、個性の発揮が抑圧される社会である。

イノベーションによる豊かな可能性も利益極大

化の手段として活用された場合には、経団連が

描く世界と真逆の現実がもたらされるのであり、

科学技術の可能性を「誰一人取り残さない」包

摂的な経済社会の実現に活かして行くためには、

新自由主義的経済からの脱却、株主利益に奉仕

する株式会社の転換が必要なのである。

経団連「SDGs への取組みの測定・評価に関

する現状と課題―「行動の 10 年」を迎えて」

（2021 年６月）は「SDGs への取組みを加速す

るため、関係者間で、取組みの成果や達成度の

評価について基本的な共通理解を持つことは不

可欠」（１頁）であり、「企業による透明性の高

い成果の開示は、ステークホルダーとの対話や

協働の基盤になるだけではなく、『SDGs ウォッ

シュ』との批判を受けないためにも重要であ

る」（１頁）とする。しかし、「経団連・東大・

GPIF 共同研究報告書」（2020 年３月）の「ESG

投資の進化、Society5.0 の実現、そして SDGs

の達成へ―課題解決イノベーションへの投資

促進」で示されるのは、ESG 要素に Society5.0

を組み込んだ ESG 投資の推進であり、ESG 投

資の名を借りた Society5.0 向けの投資増加策で
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ある。「新たなアイデアとして、『SDGs の迅速

かつ確実な達成には、ESG 投資が更に進化し、

Society5.0 が実現することが不可欠である』（３

頁）とする経団連の方針は、ESG 投資と SDGs

をどう Society5.0 に解消するかというものであ

り、SDGs ウォッシュの新たな勧めとなってい

る。このような SDGs の成長戦略への解消を

止めない限り、どんなに情報開示を進めても

SDGs ウォッシュの歪みは解決できない。

3　SDGsウォッシュを乗り越えるために
は何が必要か

既存の産業構造や政治経済体制のもとでの利

権構造を維持しながら SDGs に取り組もうとす

るならば、例えば、破壊的な地球温暖化を回避

するための脱炭素への転換が不可避の中で石炭

火力発電を維持しようとするならば、その乖離

を SDGs ウォッシュで糊塗せざるを得ない。ま

た、貧困格差拡大による社会の持続性の破壊を

阻止するために株主資本主義からステークホル

ダー資本主義への転換が不可避の下で株主重視

の経営を継続しようとするならば、やはりその

乖離をSDGsウォッシュで糊塗せざるを得ない。

問題は、SDGs が提起する地球と人類の持続

可能性の崩壊の危機の深刻さをどこまで深く認

識し共有するかにあり、SDGs の目標達成のた

めに何をどう変革していくのかを科学的に明確

にし、政治的意志として共有していくことであ

る。また、その変革の担い手の影響力を決定的

に高めることにある。この点で注目されるの

は、貧困格差拡大や環境破壊による地球・人類

の持続可能性の危機、言い換えれば現在の資本

主義経済の持続可能性の危機に対応した ESG

投資の発展であり、世界経済フォーラム「ダボ

ス・マニュフェスト」の株主資本主義からス

テークホルダー資本主義への移行への試みであ

る。地球と人類の生存と持続性の危機そのもの

が、資本主導自身の自己変革を迫っているので

ある。

平田仁子「“脱炭素”は企業を変える」（『世

界』2021 年９月号）は、「この脱炭素を目指す

目標は、経済のあり方の抜本的な転換が不可避

であり、……これまで企業が取組んで来た実践

の延長線上で達成できるものではない。……企

業経営には、根底から問い直しが迫られてい

る」とするが、その動きを担うものとしての

ESG 投資が急拡大し、企業経営に対する影響

力を急速に強めている。いわゆる「責任投資原

則」（PRI）署名機関は世界で 4,100 を超え、そ

の運用額は 31 兆ドルを超えている。また化石

燃料関連企業からのダイベストメントについて

も 1,300 の機関が方針化し、環境アクティビス

トの広がりが環境派の役員選出など一般の投資

家の支持を獲得するようになっている。水口剛

「ESG 投資が変える社会」（『世界』2021 年９月

号）は、「この大きな潮流には資本主義のあり

方そのものを変える可能性がある」（89 頁）と

指摘する。

もちろん ESG 投資においても、通常の投資

と差異が少ないものに ESG という冠を付ける

などの ESG ウォッシュやグリーン・ウォッ

シュも広範に発生している４。機関投資家も投

資家の利益を実現する義務である受託者責任を

負っており、利益を犠牲にした ESG 投資を選

択することは困難とされる。しかし、金融庁が

サステナブル金融を促進する立場から ESG 要

因の考慮を受託者責任の一部と明言するなど、

短期的な利益が損なわれたとしても ESG 要素

を考慮することで長期的で持続性のある投資を
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実現することが受託者責任の一部と認める動き

が広がっている。ESG 投資を通じて社会や環

境に好影響を与えていくことを目的としたイン

パクト投資も拡大しており、短期的利益よりも

SDGs 目標実現を通じた危機の克服を優先させ

た ESG 投資が可能になってきている。

短期保有の投資家の権利を制限し、より長期

的な株保有を行う長期的投資家（ユニバーサル

オーナー）の影響力を高めることで、ESG 投

資の役割を高める動きもある。このようなユニ

バーサルオーナーにとっては「経済活動の基盤

を守るために、環境や社会に対する負の外部性

も考慮して投資をすることは合理的な選択であ

る。それは投資先企業からの直接的なリスクや

リターンとは異なる。ESG 投資のもう一つの

論理と言えるだろう」（前掲水口 92 頁）とされ

る。PRI の規範化によって投資家にとっての資

本概念が社会関係資本や自然資本を含むものに

拡大がされており、「資本主義のあり方そのも

のを転換する試み」（前掲水口 93 頁）と言うの

である５。

ESG投資の影響力は環境問題だけではない。

「ビジネスと人権」についても、1998 年 ILO

「労働における基本原則および権利に関する

ILO 宣言」、1999 年の国連「グローバル・コン

パクト」を発展させた 2011 年「ビジネスと人

権に関する指導原則『保護、尊重及び救済』

枠組み実施のために」が 2016 年企業人権ベン

チマーク（CHRB）に組込まれ、2018 年には

Investor Alliance for Human Rights が生まれ

るなど影響力を増している。伊藤和子「ビジネ

スと人権」（『世界』2021 年 9 月号）は「企業

はそれまで、NGO やメディア、国連などから

指摘を受けてもたいてい黙殺してきた。しか

し、こうした態度を機関投資家から指摘されて

改善を求められ、人権問題への消極的な態度

を理由に株価が下がり、投資が引き揚げられ

るなどといった脅威にさらされることになれ

ば、無視を決め込むのは難しい」（123 頁）と

する。労働政策研究・研修機構「国連指導原

則と国別行動計画」が「従来の ILO 多国籍企

業宣言、OECD 多国籍企業行動指針や国連グ

ローバル・コンパクトには法的拘束力がなく、

各国労働法の水準を超えた国際労働基準の遵守

やサプライチェーンへの適用は、企業の社会的

責任（CSR）に基づく、任意の自主的な取り組

みと位置づけられてきた。これに対し、国連の

指導原則は、『人権』という概念を用いること

により、企業の人権尊重責任を、CSR の取り

組みを超えたコンプライアンス（法令および社

会規範の遵守）上の課題として位置づけた。指

導原則は、労働に関する個別的な権利やルール

について具体的に規定してはいないが、普遍的

な『人権』概念に基づき、企業に対して、企業

活動における国際労働基準の遵守やそのサプラ

イチェーンへの適用を強く要求している」と指

摘するように、SDGs そしてそれを具現化した

ESG 投資が社会のあり方を変革する力を発揮

しつつあるのである。

終わりに─SDGsはアヘンなのか

斎藤幸平氏の『人新世の「資本論」』（集英

社、2020 年９月）は、「SDGs は『大衆のアヘ

ン』である」という刺激的な言葉で始まる。温

暖化対策として「レジ袋削減のために、エコ

バッグを買った？」などなどの取り組みに対し

て「はっきり言おう。その善意だけなら無意味

に終わる。それどころか、その善意は有害でさ

えある」とまで言い切る６。SDGs の目標・ター
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ゲットは多岐に亘り、その全てに取り組むこと

は一団体・企業・個人では不可能であり、何か

一つのターゲットを選び、取り組む「SDGs の

自分化」も推奨されている。では何ゆえに、斎

藤氏は「有害でさえある」と言うのだろうか。

斎藤氏は「温暖化対策をしていると思い込む

ことで、真に必要とされているもっと大胆なア

クションを起こさなくなってしまうからだ」と

言う。「政府や企業が SDGs の行動指針をいく

つかなぞったところで、気候変動は止められな

いのだ。SDGs はアリバイ作りのようなもので

あり、目下の危機から目を背けさせる効果しか

ない」とする。

国家と経済界ぐるみの SDGs ウォッシュは、

確かに「アヘン」かもしれない。しかし国連

SDGs はまさに現実の危機を直視し、危機克服

のためには「世界を根本的に変える」ことを

突きつけたものである。SDGs は、アヘンでは

なく処方箋なのである。処方箋を飲むふりす

る SDGs ウォッシュが繰り返されているが、そ

れを許さないことが問われているのであり、

SDGs そのものをウォッシュの手段＝アヘンと

は言えない。

SDGs の実現は、世界の、何よりも日本の経

済・社会・環境のあり方を根本的に転換するこ

とを求めている。ESG 投資では投資家の役割

が期待されているが、年金基金や、いわゆる

ワーカーズ・キャピタルの資金運用においては

ESG 要素を考慮した投資促進に対して発言し

ていく必要がある。そしてもう一方の変革の筋

道であるステークホルダー資本主義への移行で

は労働者（労働組合）が果たすべき役割は大き

い。斎藤氏は「労働を抜本的に変革し、搾取と

支配の階級的対立を乗り越え、自由、平等で、

公正かつ持続可能な社会を打ち立てる。これこ

そが新世代の脱成長論である」（137 頁）とす

るが、それはまさに労働者（労働組合）が担う

課題である。SDGs を変革の羅針盤として、ス

テークホルダーとしての労働者（組合）の変革

主体としての力量を高めることが今求められて

いるのである。
（とりはた　よいち・静岡大学教授）

１　南博・稲葉雅紀『SDGs ─危機の時代の羅針盤』（岩波新書、2020 年 11 月）は、「SDGs の精神は、SDGs の認知度が高いビジ
ネス・パースンの中でも、『きれいごと』『建前』としてしかとらえられていないところがあったとも考えられる」（ⅶ）と指摘
する。また高橋真樹『日本の SDGs ─それってほんとにサステナブル？』（大月書店、2021 年 3 月）は、石炭エネルギーセンター
HP に SDGs ロゴが付けられている事例で、「これは明らかに SDGs ウォッシュだ」（131 頁）とする。

２　国連「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」（2015 年 9 月、第 70 回国連総会）が「地球が現在
及び将来の世代の需要を支えることができるように、持続可能な消費及び生産、天然資源の持続可能な管理並びに気候変動に
関する緊急の行動をとることを含めて、地球を破壊から守ることを決意する」という決意は、地球資源の有限性を説くエコロ
ジカルフットプリントの見地から言えば成長至上主義との決別も迫るものである。

３  高橋真樹氏は「このテーマを SDGs アクション・プログラムの柱にするのであれば、目標を達成するために義務やペナルティ
を含めた具体的な計画を盛り込むことが欠かせない。しかし SDGs アクションプランでは、そうした具体策が何も求められて
いない。それが出来ない理由は、日本政府の SDGs への向き合い方に根本的な問題があるからだ」（55 頁）と批判している。

４  前掲南博他『SDGs』は、「SDGs に向けた取り組みが科学技術イノベーションに依存しすぎると、貧困格差を是正し、気候変
動を止め、環境汚染をなくしていくための社会的・経済的アプローチへの取組みが後退してしまう危険がある」（171 頁）と警
鐘を発している。また高橋真樹氏も「技術さえ発展すれば社会課題がすべて解決されるとする説明は、あまりにも楽天的な技
術至上主義のようにも見える」（60 頁）と批判する。

５　ESG ウォッシュに対しては、EU が 21 年 3 月にサステナビリティ関連の開示規制を施行し、金融商品のグリーンウォッシュ
を防ぐために ESG についてカテゴリーごとに厳格な情報開示を求め、またフランスがグリーンウォッシュ規制の導入（4 月 1 日）
で虚偽宣伝費用の最大 80％に相当する罰金、広告及びメディアにおける訂正記事の掲載、説明文章の自社ウェブサイトへの 30
日間掲載など、不正確な情報提示等による取り組みが進んでいる。

６　コリン・メイヤー『株式会社規範のコペルニクス的転回』（東洋経済新報社、21 年 4 月）は、株式会社はその設立目的実現に
向けて経営される組織であり、目的を株主利益からステークホルダーの利益に変更し、経済・社会・環境の改善効果を資本概
念の拡張や会計制度の改善によって株式会社を変革していくことを論じている。
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SDGs と子どもの貧困問題
松田 洋介

1　SDGsは貧困問題を第一の課題に掲げ
ている

SDGs の 17 あるゴールで最初に挙げられる

のは「あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終

わらせる」ことである１。この「貧困」問題の

ゴールには７つのターゲットが設定されてお

り、最初のターゲットは「1 日 1.25 ドル未満で

生活する」「極度の貧困」を終わらせることで

あるが、続いて「2030 年までに、各国定義に

よるあらゆる次元の貧困状態にあるすべての年

齢の男性、女性、子どもの割合を半減させる」

こと、さらに「各国において最低限の基準を含

む適切な社会保護制度および対策を実施し、

2030 年までに貧困層および脆弱層に対して十

分な保護を達成する」ことが掲げられている。

これを文字通りに解釈すれば、SDGs は、「健

康で文化的な最低限度」に満たない生活をして

いる層、さしずめ、生活保護制度の活用によっ

て「最低生活費」以下で暮らす層を半減させる

ことを最重要目標の一つとして位置付けてい

る。だとするならば、日本社会で SDGs の実現

を阻んでいる重要な要因のひとつは生活保護の

捕捉率の低さである。

本稿では、このように貧困に関わる SDGs の

ターゲットを理解した上で、とりわけ子どもの

貧困に焦点を絞り、現在の日本社会における子

どもの貧困はいかなる状態にあるのか、子育て

世帯の上述の SDGs のターゲットの実現を阻害

している要因は何か、といった問題を各種公的

データや筆者が関わった調査データを用いて検

討する。その上で、子どもの貧困問題克服のた

めに SDGs はいかに活用しうるのかを示す。

2　「最低生活費」未満で暮らす子どもが数
多く存在している

日本の子どもの貧困が注目され始めたのは、

いわゆる企業主義的統合２の収縮が進んだ 2000

年代に入ってからである。これは近年の SDGs

の隆盛とは全く関係が無い。とりわけ 2008 年

は「子どもの貧困元年」と呼ばれ、子どもの貧

困に関わる書籍が相次いで出版された。また、

2009 年に誕生した民主党政権ではついに子ど

もの貧困率（15.7％）が正式に発表され、子ど

も手当や高校無償化法案などが矢継ぎ早に成立

した。自民党の政権復帰後は、民主党政権時の

政策のバックラッシュが生じたが、子どもの貧

困は政策的アジェンダとして維持されており、

2013 年 6 月には「子どもの貧困対策の推進に

関する法律」が成立し、2014 年には「子ども

の貧困対策大綱」が閣議決定された。

しかしながら、これまで具現化している子ど

もの貧困をめぐる政策は弥縫策の域を出ていな

い。例えば、直接的な効果のある貧困世帯への

SDGs と子どもの貧困問題https://rodosoken.com/
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現金給付は拡充されていない３。2018 年の国民

生活基礎調査において、子どもの相対的貧困率

は 14.0％となっている。2012 年に 16.3％を記

録してから若干減少しており、政策的効果が現

れているかのようにみえるが、実際には、低所

得層の賃金増加が主因であり、社会保障の拡充

が理由ではないのである４。

そもそも、相対的貧困率の推移だけでは、貧

困の実態の変化を把握することは困難である。

相対的貧困率は、等価可処分所得の中央値の半

分を貧困線として設定した上で、それを下回る

世帯の割合を示している数値であるに過ぎず、

全体的な所得水準が低下した場合、相対的貧困

率に変化がないまま、生活水準は低下している

可能性があるからである。実際、子育て世帯

の生活水準はこの 20 年間で大きく低下してい

る。1997 年には等価可処分所得の中央値は 297

万円・貧困線は 149 万円であり、現在はそこか

ら中央値で 50 万円、貧困線は 25 万円ほど低下

している。現在の貧困層は、20 年前の貧困層

よりも一層厳しい生活をしている。

後藤道夫は、この間の子育て世帯の変化を、

「中間階層化」と「『下一割』のひどい貧困」

という枠組みで整理している５。1995 年の時点

では、40 歳代男性で、夫婦で子育てをしてい

るのは 71％であったのに対して、2015 年には

51％まで急減している。この 20 年間で子育て

世帯が大幅に減少していることがわかる。重要

なことは、とりわけ低所得男性の世帯形成割合

が低下していることである。一般的に所得が高

いほど世帯形成率が高い。そのことを踏まえて

40 代男性の世帯形成率を所得階層別に確認す

ると、2002 年の時点では 250 〜 299 万円の年

収階層でも世帯形成率が 50％程度あったのに

対して、2017 年では、400 〜 499 万円の年収階

層にならないと世帯形成率が 50％程度に至ら

ない。低収入での世帯形成が困難になっている

ことを示している。こうした子育て世帯の「新

中間層化」に加えて、さらに注目すべきは、子

育て世帯の所得階層の「下十分位」（所得階層

を 10 つに分類した際の最下階層）に着目する

と、その実質等価可処分所得が著しく低下して

いることである。このことは、下十分位の子育

て世帯は最低賃金が上昇しているにもかかわら

ず、生活がいっさい改善されていないことを意

味している。最低所得階層の子育て世帯の経済

状況がより悪化していることが覗
うかが

える。その上

で重要なことは、こうした下十分位の子育て世

帯の収入平均が最低生活費を下回っていると算

定されることである。生活が悪化しているにも

かかわらず、この層の多くが、生活保護を利用

していないことを示している。

周知の通り、2013 年以降、生活保護の生活

扶助基準は大幅に引き下げられてきた。その結

果、多くの世帯で生活保護費の受給額が減少し

ただけでなく、生活保護制度に準拠している住

民税の非課税基準や就学援助や保育料などの基

準も低下し、最低生活費に近い水準で生活して

いる生活保護を受給していない低所得子育て世

帯の生活にも打撃を与えた。生活保護を受給せ

ずに最低生活費以下で生活している世帯が数多

く存在している問題状況を前に、自公政権は、

生活保護制度の運用改善をするのではなく、最

低生活費以下の世帯に生活保護制度を切り下げ

ることで対応しようとしてきた。子どもの貧困

問題に関わっては、「１」で示した SDGs の理

念に真っ向から反するような施策が展開されて

きたのである。
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3　ワーキングプアを生きる保護者はなぜ
生活保護を受給できないのか

こうした状況を踏まえた上で、次に、低所得

層子育て家族が生活保護をどのように捉え、ど

のように利用しているのか／していないのか

を、筆者が関わった低所得者向け公営団地での

調査の結果にもとづいて検討したい６。上述の

通り、生活保護制度の捕捉率の低さが、SDGs

のいう「2030 年までに貧困層および脆弱層に

対して十分な保護を達成する」というターゲッ

トの実現を阻む主要因だからである。調査は当

該団地の住民基本台帳をもとに子育て世帯 200

ケースを無作為抽出し、郵送と直接訪問で調査

を依頼し、66 ケースに協力を得た（2009 年か

ら 2011 年にかけてインタビューを実施：2009

年調査）。さらに 2015 年に 2009 年調査対象者

に追跡調査を実施し、66 ケースのうち 23 ケー

スの協力を得た（追跡調査）。その上で、調査

対象者から得られた収入と福祉利用に関する情

報をもとに、調査対象世帯を経済状況に応じて

（ただし、収入に関わる情報は口頭で述べられ

た概算であり、緻密な分析に耐えられるもので

はない）、「最低生活費未満」（世帯収入が最低

生活費に満たない世帯）、「生活保護受給」（生

活保護を受給している世帯）、「経済的不安定」

（世帯収入が最低生活費の 1.4 倍未満の世帯）、

「安定」（世帯収入が最低生活費の 1.4 倍以上）

の４つに分類した７。以下の表は「追跡調査」

に協力したケースに限って、上述の経済状態に

関する分類と就労状態のクロスを二つの調査時

点別に示したものである。

表から覗えるのは、第一に、ケース数が少

なく母集団の割合を反映しているとはいえな

いが、追跡調査時点で世帯収入が最低生活費

以下の 11 ケースのうち、生活保護受給世帯は

5 ケースであり、それ以外の 6 ケースは生活保

護を受給していないことである。「非正規」世

帯×「最低生活費未満」のいわゆる「ワーキン

グプア」世帯がほとんどである。第二に、正規

世帯でも「経済的不安定」世帯であるケースが

一定の割合で存在しており、正規就労は必ずし

も生活の安定をもたらしていない。ちなみに、

表　世帯類型別雇用形態の変化

※セル内の数字はケースの番号。
※太字はひとり親世帯。太字のイタリックは父子世帯。また合計欄の（）内はひとり親世帯の内数。
※「追跡調査（2015）」において、二重線は経済類型 / 雇用形態に変化があったもの。* の付いている太字は、前回調査時以降、離別し、ひとり

親世帯になったケース。
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2009 年から 2015 年にかけて経済的に好転して

いる世帯が 11 ケースあるが、それらは①転職

や一時的な賃金増による主たる稼得者の所得増

②家族の多就業化の二つによってもたらされて

いた。家族の多就業化は子育てに専念していた

母親が就業するケースに加えて、子どもが離家

せずに就労したことで所得が増加したケースが

あった。いずれも、かつての企業主義的統合の

枠外にある家族構成員たちの試行錯誤による生

活状況の改善であった。

「最低生活費未満」世帯の保護者たちはなぜ

生活保護を受給しないのだろうか。保護者の語

りから明らかになったのは次の３点である。第

一に、生活保護制度の理解不足である。インタ

ビュアーが生活保護について訊ねると、保護者

たちは「わたしはまだ働けるので」や「まだま

だがんばりたいんだよね」と語っていた。生活

保護は、就労不可能な健康状態になって初めて

受給可能になると認識しており、就労しながら

最低生活費に満たない部分を補填する利用方法

が想定できていない８。

第二に、できる限り生活保護受給申請を受理

しないようにする福祉行政の対応、いわゆる水

際作戦である。あるケースでは、生活保護の申

請に行った際に窓口のケースワーカーにさまざ

まな理由をつけて申請受理してもらえなかった

（その後、児童委員に勧められて二度目のチャ

レンジをしたところ、受給申請受理された）。

水際作戦は、当事者たちに屈辱的な経験をもた

らす。当事者に親身になるケースワーカーもい

るが、誰が担当者であるか、民生委員の口添え

があるかどうかなど恣意的な理由によって受給

申請の受理が左右される状況こそが、生活保護

受給申請を躊躇わせている。

第三に、生活保護受給によってさまざまな生

活上の制約を課せられることへの忌避感であ

る。積み立てた学資保険を失わなければならな

いこと、車の所有が認められないとされている

こと、ケースワーカーから就労督促を受けるこ

と。扶助を受けることで、自身の生活の裁量が

喪われ、他者から介入を受ける立場になること

への忌避感が強かった。

第四に、これが最も大きい理由であるが、扶

助を受ける存在になること自体への忌避感であ

る。例えば、あるシングルマザーは「それ（生

活保護を受給するの）だったら、這ってでも、

仕事した方がいいなって」と語った。こうした

意識は、生活保護受給者への差別意識にも繋

がっていた。以下は、生活保護受給経験がある

が、調査当時は生活保護を受給していないシン

グルマザーの語りである。

「あの、今、ね、やっぱこの団地でも生活

保護の方とかっていらっしゃるけれど、生活

保護費もらって、でもパチンコ屋に入り浸っ

てるとか、何かそういうのをね、やっぱ見る

と、何かきちっとした、本当に必要な人に受

給が、何か厳しくなってて、こう、まだ働け

るんじゃないかな、え、働いても別にいいん

じゃないかなっていう人たちがもらってるっ

ていうのがやっぱり、ね、私もいっとき生活

保護はもらってましたけれど、やっぱ自分で

子どもを育てていく上で、やっぱりきちっ

と、あの、働いて、今、生活保護のほうも

らってない状態にまで持ってきているので、

何か働けるのに働かないで生活保護を受給し

てる、何かそこがちょっと違うのかなと思っ

て」

彼女が語る生活保護受給者像は、生活保護の
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ネガティブキャンペーンでしばしば目にするス

テレオタイプである。彼女の身近に実際にそう

した事例があったわけではないだろう。ポーガ

ムは、貧者の地位を決定するのは、ある人物が

集合体から公的に受けとる扶助であるとする。

そして、扶助を受けとることで他のすべての

人々に依存している特殊な階層（≠貧者）とな

り、必然的に自らの価値を貶められてしまうと

指摘する９。生活保護非受給者は、自身が決し

て裕福な暮らしをしていないことを自覚しつつ

も、生活保護受給者のように扶助を受けずに子

どもを育てる存在になり得ていることを精神的

な支えとしながら、経済的に厳しい生活をやり

くりしていた。

4　生活保護を受給している保護者はどの
ように納得しているのか

次に、同じ調査で出会った生活保護を受給し

ている保護者に着目する。生活保護受給世帯

は、上述のような生活保護を忌避する阻害要因

を共有しながらも、受給することを選択してい

る。だとするならば、生活保護受給者は、どの

ような論理で生活保護受給を納得しようとして

いたのか。

最初に確認しておきたいのは、調査対象者た

ちが、あらゆる公的扶助や公的福祉を忌避して

いるわけではないことである。というのも、児

童扶養手当や特別児童扶養手当、児童手当、就

学援助など、生活保護以外の公的扶助、とりわ

け子育てに関わる扶助は忌避感なく受給してい

るケースがほとんどだからである。例えば生活

保護受給を忌避していた母親は、児童扶養手当

については「まあ、もらえるものはきちんとも

らいながら生活したいですね」と語っていた。

保護者たちは、これらを子育てに必要な資源と

して納得して受けとっていた 10。別言すれば、

生活保護以外の手当は、貧者にならずに受けと

ることのできるものとして認識されていた。

だとするならば、生活保護受給者は自らの価

値を貶めることを前提に生活保護を受けとって

いるのであろうか。しかし、実際には生活保護

受給の論理は一様ではない。最も典型的な論理

のひとつは、就労自活の挫折の甘受である。あ

るシングルマザーは、離婚後しばらくは近所の

知り合いに子どもを預けて働いていたが、それ

も難しくなり、仕事を辞めて生活保護を受給す

ることを選択している。生活保護受給中は貯蓄

が難しいため、子どもの成長に伴う支出増を心

配しつつも、「お世話になっている以上は、文

句は言えないでしょ。お金が多いだのとか少な

いだのとか、文句は言えない」と語った。就労

自活規範への準拠を維持しつつも、その規範か

らの挫折者として自身を捉えることで生活保護

受給を納得しようとしていた。このように苦悶

する生活保護受給者は、世間一般が期待するイ

メージを具現化しているといえる。

他方で、より積極的に生活保護受給を選択す

る場合もあった。すなわち、子どもをケアする

ために、生活保護受給を選択するという論理で

ある。あるシングルマザーは、生活保護を受給

することで時間に余裕が出来、子育てに充実し

た日々を送れるようになったと積極的に語って

いた。授業参観にも参加できるようになったこ

とで、他の保護者との良好な関係が生まれ、現

在ではＰＴＡの役員を担うまでになった。ま

た、別のシングルマザーは「もっとお金を稼ぎ

たい」という気持ちもあるが「子どもがやっぱ

ちっちゃいからそばにいたいっていうのもある

し。初めて寝返り打ったとか、はいはいしたと

https://rodosoken.com/



42

《特集》SDGsと労働運動

かを自分の目で見たい」から、仕事よりも子育

てを優先したいと語った。 

以上のように、とりわけひとり親世帯におい

ては、子どもに十分なケアができるようになる

ために生活保護を受給するという選択がなされ

ることがあった。これは、自身が困窮状態に

陥ったら生活保護を受給する権利があるという

いわば生存権に依拠した正当化のあり方とは異

なっている。というのも、自分の生活のためと

いうよりも、自分より脆弱な存在である子ども

を育てるべきという規範、いわば保護者として

まっとうに役割を果たさなければならないとい

う規範に裏打ちされた生活保護受給の論理だか

らである。これは、フェミニズム法学者である

ファインマンの言葉を用いれば、異性愛を前提

とした性的ユニットを基盤とした家族という私

的領域において子どものケアを行うという既存

の制度 11 では、ケアの担い手（＝多くの場合

は妻）の生活費を稼ぐ存在（＝多くの場合は

夫）がいなければ（＝ひとり親になると）、ケ

アも生活も窮地に追い込まれるという事態を前

に、子どものケアを支える担い手の生活を公

的に負担することを正当化し 12、それを支える

制度として生活保護を読み替えることで受給を

納得していることになる。自身の生存権の論理

とは別に、こうした子どものケアを保障するた

めに生活保護制度を利用するという論理を公的

に保障することで、ひとり親たちは自らを貧者

とみなさずに生活保護を受給できるようになる

可能性がある。

5　貧困を生きる子ども固有の困難とニー
ズを明らかにする必要がある

以上、家庭の経済的事情という視点から子ど

もの貧困をめぐる問題を検討してきた。しか

し、貧困を生きる子どもには、保護者の経済的

状況に還元されない固有の困難がある。SDGs

も同様の視点に立っている 13。この間の調査研

究で明らかにされてきた貧困を生きる子ども固

有の困難として、例えば、以下のようなものが

ある。

第一に、貧困家庭では、子どもが健康的に成

育できる環境が成立しにくい。東京都が実施

した「子どもの生活実態調査」14 によれば、小

学校５年生の保護者のうち、過去１年間で必

要な食料の購入を控えた経験があると回答し

たのは、「一般層」では 2.6％であったのに対し

て、「周辺層」は 21.2％、「困窮層」では 72.6％

に及んでいる。また、医療の受診抑制経験が

あると回答したのは、同じく小学校５年生の

保護者では、「一般層」が 15.0％であるのに対

して、「困窮層」では 24.8％である。実際、小

学校５年生の子どもに自身の健康状態につい

て訊ねたところ、「よい」と回答している割合

は、一般層では 47.1％であるのに対して、「周

辺層」は 36.7％、「困窮層」は 38.2％と低く、

とりわけ「困窮層」の 16-17 歳ではその割合

が 28.4％まで低下し（「一般層」43.5％、「周辺

層」39.2％）、年齢が上がるにつれて健康格差

が拡大している。さらに、子どもができてから

の経験として、「配偶者から暴力」を受けた経

験、我が子を虐待していると思い悩んだ経験な

どが、困窮層の保護者に多い。貧困家庭の子ど

もは暴力に晒されるリスクが高く、精神的に不

安定になりやすい環境を生きていることが覗え

る。

第二に、貧困家庭の子どもは学校で不利な状

況に陥りやすい。同調査における成績の主観的

評価では「上の方」「やや上の方」と回答する
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割合は、小学校５年生で「一般層」では 43.8％

であるのに、「周辺層」「困窮層」はおおよそ

30％弱であり、「やや下の方」「下の方」と回答

する割合が高い。通塾率、親に勉強を教えても

らえる割合、自分専用の勉強机の所有率などが

「一般層」に比べて低く、家庭での学習環境に

不利がある。さらに海水浴、博物館・科学館・

キャンプなど家族での課外活動の経験が少ない

ことも、学校での不利につながりやすいだろ

う。

第三に、貧困家庭の子どもたちは、子ども社

会に浸透している消費文化世界で不利になりや

すい。同調査でも「たいていの友達がもって

いるおもちゃ」「おやつや、ちょっとしたおも

ちゃを買うお小遣い」「友達が着ているのと同

じような服」「携帯電話やスマートフォン」な

どは、「困窮層」の子どもの所有率が顕著に低

い。家庭の経済的資源の不足から生じる消費文

化世界での逸脱によって、仲間集団から排除さ

れたり、いじめの対象となるリスクが高まる。

実際、「困窮層」や「周辺層」の小学５年生の

「いじめられた」経験や学校に行きたくないと

思った経験の割合は「一般層」と比較して高

い。

以上、貧困を生きる子ども固有の困難を３つ

指摘したが、とりわけ第二、第三に挙げた困難

は日本においてはいまだ公的保障の対象とは認

められにくいだろう。貧困を生きる子どもの不

利が放置されやすいということである。子ども

の貧困対策法制定後、子どもの貧困実態調査を

実施する地方自治体が増加し、保護者だけでな

く、子ども自身が回答する調査も多い。子ども

それ自体に焦点をあてた貧困指標の開発は未だ

発展途上であるとはいえ、上述の調査結果も手

掛かりにしつつ、子どもへの支援＝保護者への

支援という図式を相対化し、子どもの固有の

ニーズを把握し、子どもを直接支援する施策の

展開が期待される。

6　SDGsは日本の子どもの貧困対策に今
のところ何ももたらしていない

現代日本の子どもの貧困に関する問題を概観

してきた。その上で、SDGs は子どもの貧困問

題になにをもたらすのか。

これまで見てきたように、日本社会における

子どもの貧困は、深刻な課題を内包しつつ、

SDGs とは無関係に社会問題化されてきた。ま

た、現在の SDGs の社会的な盛り上がりが、

日本社会の子どもの貧困問題解決に寄与して

いるわけでもない。「SDGs アクションプラン

2021」（SDGs 本部　2020 年 12 月）をみても、

「子供の貧困対策や教育のデジタル・リモート

化を進めると共に、持続可能な開発のための教

育（ESD）を推進し、次世代への SDGs 浸透を

図る」という記載がある程度である。その具体

的な施策も、弥縫策の域を出ない既存の子ども

の貧困対策の羅列に終始している。最低限、生

活保護制度を十全に機能させるだけでも状況は

改善されるが、その記述はない。SDGs は日本

の子どもの貧困対策に今のところ何の影響もも

たらしていないように見える。

とはいえこのことは必ずしも SDGs それ自体

に原因があるわけではない。もちろん SDGs の

理念それ自体への懐疑は持ち続けるべきだが、

現在の日本では SDGs で掲げられた貧困をめぐ

る最低限の理念すら実現から程遠い。これは

SDGs の理念に内在した問題ではなく、日本社

会が直面している課題であり、反貧困政策を本

格化するだけの情勢が生まれていないことを表

SDGs と子どもの貧困問題https://rodosoken.com/
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しているに過ぎない。だとするならば、SDGs

それ自体が「言説闘争の妥協」の上に成立して

いるものであることを踏まえ 15、SDGs という

公共政策に影響を与えうる言説闘争にあえて参

与する意義はある。たとえば、貧困問題は開発

途上国の問題として認識されがちであるが、

SDGs は先進諸国も抱える問題として明確に打

ち出しており、日本の貧困に消極的だった層に

一定のメッセージを発するものにはなりうるか

らである。また、学校現場では、SDGs 教育が

ひとつの進歩的な教育理念として頻出してい

１　SDGs の基本的理解については、南博・稲場雅紀『SDGs』岩波新書､ 2020 年を参考にした。
２　後藤道夫『収縮する日本型〈大衆社会〉』旬報社、2001 年。
３　広井多鶴子（2021）「貧困“再発見”から 15 年……子どもの貧困対策が「現金給付」に消極的である理由」https://

gendai.ismedia.jp/articles/-/87208 2021 年 9 月 28 日
４　ちなみに、2018 年国民生活基礎調査において、ひとり親世帯の貧困率が 48.3％であり、ふたり親世帯の 11.2％と比較

して著しく高い。ひとり親世帯の貧困率が高いのは先進国で共通しているが、ひとり親の就業率は高いにもかかわらず、
貧困世帯が多いのは日本固有である。ひとり親の多くが女性であり、女性に非正規労働者が多く、また雇用形態に関わ
らず女性の賃金が低く抑えられていることが背景にある。

５　後藤道夫「新自由主義改革と子育て世帯」『季刊　保育問題研究』306 号、2020 年 12 月、 pp.133-145.
６　本調査の全貌については、小澤浩明・松田洋介編『低所得層家族の生活と教育戦略』明石書店、近刊を参照のこと。
７　なお、経済状態に関わる「不明」は収入が聞き取れなかったケースである。
８　就労不能な健康状態になって初めて生活保護を受給すると、就労可能な状態にまで回復するのに長期間を要すること

になる。
９　セルジュ・ポーガム（川野英二・中條健志訳）『貧困の基本形態』新泉社、2016 年、pp.18-19.
10　近年、これまでの近代社会でイメージされてきた依存と自立の関係それ自体の問い直しも進んでおり、依存と自立は

対立概念ではないとする捉え方も拡がりつつある。公的扶助を受けることで「特殊な階層」に陥るという前提を自明視
する必要はない。その方向での生活保護受給の論理がありうることを認めつつも、ここでは、生活保護受給当事者が紡
ぎ出しつつあった別の論理について考えていく。

11　マーサ・ファインマン（上野千鶴子監訳・速水葉子・穐田葉子訳）『家族、積み過ぎた方舟』学陽書房、2003 年。
12　もちろん、児童扶養手当や特別児童扶養手当はケアの担い手の生活を支えるためにも存在している制度であるが、支

給額が少なく、実際にはその生活を支えることはできない。
13　例えば、Chzhen,Y., Bruckauf, Z. andToczydlowska, E. （2017）. Sustainable Development Goal 1.2: Multidimensional 

child poverty in the European Union, Innocenti Working Paper 2017-07, UNICEF Office of Research, Florence. 
14　首都大学東京　子ども・若者貧困研究センター「東京都子供の生活実態調査報告書【小中高校生等調査】」2017 年 3 月。

本調査では、①低所得②家計の逼迫③子どもの体験や所有物の欠如という３つの要素について、２つ以上の要素に該当
するケースを「困難層」、いずれかひとつの要素に該当するケースを「周辺層」、いずれの要素にも該当しないケースを「一
般層」として定義している。

15　太田和宏「SDGs と開発イデオロギー」『経済』（No.301）2021 年 7 月号、pp.71-82

る。SDGs 教育の一環として日本社会の貧困問

題を取り上げることができるし、SDGs の理念

を実現するよう学校に働きかけることもできる

だろう。

このように、SDGs は、ひとまずローカルレ

ベルにおいて、貧困問題に関心が薄い層も巻き

込みながら施策を展開するための理念として活

用されうるのである。
（まつだ　ようすけ・大東文化大学教授、

労働総研理事）
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リスクに向き合う教育：持続可能
な学校生活を構想する

内田　良

1 完全廃止でも完全存続でもなく

1.1.　リスクは偏在する
この１年半、新型コロナウイルスの感染拡大

を受けて、私たちは日本社会のみならずこの世

界に住まう人たち全体の「安全」を考えつづけ

ている。

国際標準化機構（ISO）による国際基本安全

規格（ISO/IEC GUIDE 51：1990 年に策定さ

れ、改訂版が 1999 年に、三訂版が 2014 年に

発行されている）において、「安全」（safety）

という概念は、「許容不可能なリスクがないこ

と」と定義されている。「安全」とはまずもっ

て、「リスク」（risk）を裏返したかたちで定義

されている。

そして、「許容不可能なリスク」という表現

からは、その一方で「許容できるリスク」があ

ることが示唆される。リスクとは全面的に回避

すべきものではなく、どこかの段階で受け入れ

なければならない。「安全学」を展開する向殿

政男はこの国際基本安全規格における「安全」

観を、「絶対安全やリスクゼロをはじめから放

棄していて、安全といっても許容可能なリスク

は存在している状態ということである」と整理

する（向殿政男「安全の理念と安全目標」『学

術の動向』第 240 号、pp. 8-13、2016 年）。

冷静に考えてみれば、私たちは安全な環境下

にいるつもりであっても、そこにはさまざまな

リスクが想定できる。ソファに座って本を読ん

でいても、いつソファから滑り落ちて尻もちを

つくかわからないし、突然に強盗が入ってくる

こともありうる。これらのことが起きる確率は

高くはないけれども、確率がゼロとまでは言え

ない。

さらに言うと、一つのリスクをできる限り小

さくしたところで、それがまったく別のリス

ク、すなわち副作用を生み出すこともある。

Graham と Wiener らは、『リスク対リスク』

（昭和堂、1998 年）という著書のなかで、「特

定のリスクを減らそうとよく考えてした努力が

逆に他のリスクを増やしてしまうことになる」

現象を「リスク・トレイドオフ」（Graham and 

Wiener eds. 1995=1998: 1）と呼んだ。「あちら

を立てればこちらが立たず」の状態である。

新型コロナウイルス感染症の発症を予防する

ためのワクチンを接種した際に、発熱、倦怠

感、頭痛、注射部分の痛みや腫れなどの副作用

を経験した人も多くいることだろう。厚生労働

省の発表によると、モデルナ社製のワクチンで

は２回目接種後に約８割が 37.5 度以上の発熱

を経験している（「新型コロナワクチンの投与開

始初期の重点的調査（コホート調査）中間報告」）。

また、新型コロナウイルスの感染を回避する

ためには“Stay Home” が有効な方法であるこ

とを私たちは知っている。だが、2020 年３月

リスクに向き合う教育：持続可能な学校生活を構想するhttps://rodosoken.com/
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における全国の一斉休校に際しては、日本小児

科学会はすぐに「留守番をする子どもの安全を

まもるためにできること」と題する資料を、学

会ウェブサイト上に公表し、”Stay Home” の

リスクを訴えた。資料には、「保護者が不在の

中、子どもだけで留守番をしなければならない

という状況には、危険が多く潜んでいます。子

どもだけで留守番をさせる際の安全対策をまと

めました」として、キッチン、浴室・洗面所、

リビング・子ども部屋、ベランダ、玄関などの

場所別に、注意点が列挙されている。

私たちはこの世に生を受けた時点で、死亡確

率 100% というリスクに直面する。どのような

方策をとろうとも、私たちの生活にリスクは遍

在する。ゼロリスク（絶対安全）は幻想に過ぎ

ない。

1.2.　リスクは受け入れるべきもの
教育界でとりわけリスクへの向き合い方が喫

緊の課題として問われたのが、2020 年の全国

一斉休校後の学校再開のタイミングであった。

2020 年２月 27 日の安倍晋三首相（当時）に

よる突然の全国一斉休業の要請に始まり、学校

は全国的に同年５月下旬頃まで長期間の休校状

態がつづいた。当初は、春休みが明けた時点で

再開されるとの期待もあった。だが実際には、

４月７日に７都府県を対象とした緊急事態宣

言が発せられ、同月 16 日にはそれが拡大され

全都道府県が対象となり、一部の地域を除くほ

とんどすべての学校で、臨時休業がつづくこと

となった。５月 14 日に８つの都道府県を除く

39 県で緊急事態宣言が解除され、それが 25 日

に全国で解除されるまで、約３カ月間にわたっ

て、学校からは子どもの声が消えた。

長期にわたる臨時休業と、その間に高まった

新型コロナウイルス感染症への恐怖は、保護者

や教員の間で学校再開に対する不安の声を増大

させた。文部科学省では５月１日の時点で、学

校再開を見据えた通知「新型コロナウイルス感

染症対策としての学校の臨時休業に係る学校運

営上の工夫について」を、６月５日には通知

「新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な

学校運営のためのガイドライン」（2021 年２月

19 日改訂）を発出し、コロナ禍においても持続

的な学校運営が可能となるよう指針を定めた。

これらの通知と連動して、文部科学省は学校

の衛生管理に関するより具体的な事項を示し

た「学校における新型コロナウイルス感染症

に関する衛生管理マニュアル〜『学校の新し

い生活様式』〜」を作成し、現在（2021 年９

月 15 日）のところ、「Ver. 6」まで内容を更新

している。このマニュアルには高まる不安を背

景に、「新型コロナウイルス感染症とともに生

きていく社会を作るためには、感染リスクはゼ

ロにならないということを受け入れつつ、感染

レベルを可能な限り低減させながら学校教育活

動を継続していくことが重要です」との見解が

示されている。ゼロリスクが不可能であること

を「受け入れつつ」、「感染症とともに生きてい

く」と記されているように、マニュアルには、

リスク対応をめぐる原理原則が貫かれている。

コロナ禍の日常生活は「ウィズコロナ」と言

われる。これはすなわち、「ウィズリスク」と

言い換えることができる。リスク関連の入門書

には必ずと言っていいほど、「ゼロリスクはあ

りえない」ことが明記されている。私たちの周

りには幾多のリスクがあり、そこから完全に逃

げ切ることは不可能なのだ。だから私たちは、

リスクと共存せざるを得ない。
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1.3.　リスクは回避すべきもの
リスクは受け入れるべきものであることを確

認したうえで、改めてここで、リスクは回避す

べきものであることを強調したい。ゼロリスク

が幻想であるとしても、だからと言って、いく

らでもリスクにさらされてもよいということで

はない。

私たちはリスクが現実化したとき、安易に

「仕方ない」「ケガはつきもの」といった定型句

で事態を片付けようとする。この定型句が乱発

されるのが、スポーツ活動時だ。

日本スポーツ振興センター刊『学校の管理下

の災害〔令和元年版〕』のデータ（2018 年度の

医療費給付事例）を見てみると、学校管理下の

負傷・疾病事案のうち、中学校では 73.7% が、

高校では 81.2% が、スポーツ活動時に起きてい

る（図１）。学校管理下のリスクというのは、

多くがスポーツ活動に関係している。「スポー

ツにケガはつきもの」は、事実としてそう主張

することは可能だ。

しかしそうした発想は、数値に裏打ちされた

事実を指し示しているというよりも、むしろあ

きらめの気持ちを表現しているように、私には

聞こえる。すなわち、「スポーツにケガはつき

ものなのだから、問題視することなく、起きた

ことを受け入れるしかない」と。そこでは、事

故の原因追及（なぜ事故が起きたのか）から、

安全対策の立案（どうすれば防げるのか）ま

で、一連のプロセスはすべて放棄される。その

結果、防げたかもしれない同種の事故は、その

後もくり返されていく。

かつて、バイク（原付を含む）の運転では、

ノーヘルが認められていた時代があった。車の

シートベルトも、着用しないままで公道を走行

することもできた。だが重大事故を抑制するた

めに、ヘルメットの装着やシートベルトの着用

が道路交通法により義務化された。かつてのそ

れらの変革について、私たちはいま、「車やバ

イクの運転に事故はつきものだから、ヘルメッ

トもシートベルトも着用しなくてよい」とは考

えない。私たちは着用義務を受け入れ、安全を

享受している。今日の安全な生活とは、かつて

あった重大な危険が、一つひとつ抑制されるな

かで生み出されてきたものである。

国際的に定評のある医学雑誌 British Medical 

Journal は 2001 年に、“accident”という言葉

図 1-1　学校管理下で発生した負傷・疾病事案の
活動別内訳（中学校、2018 年度）

図１-2　学校管理下で発生した負傷・疾病事案の
活動別内訳（高校、2018 年度）

出所：図 1-1 と同じ出所：独立行政法人日本スポーツ振興センター「学校の管理下の
災害（令和元年版）」
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の使用を禁じた。accident とは予測できないが

ゆえに回避不可能であるいう意味であり、他方

でたいていの傷害や突然の出来事というのは予

測可能かつ防御可能であるということが、使

用禁止の理由である（Davis and Pless 2001）。

英和辞書を引いてみると、accident という語に

は、「不測の出来事」「偶然の出来事」という意

味があてられている。予測も回避もできない

というのが accident であり、これからはそう

した発想を捨てて、事故は防げるという立場

から、事故に向き合ってみようということが

British Medical Journal の主張である。

「ケガはつきもの」というならば、「ケガはど

れだけ起きてもよい」「いつまでも起きつづけ

てよい」のか。けっしてそうではないはずだ。

何らかの方法で改善・解決できるのではないか

と、一つひとつの事故事例をもとに、思考を重

ねていく。こうして、事故の再生産に歯止めを

かける策が具体化・明確化し、実際に安全な状

況がおとずれる。事故はなぜ起きるのかといえ

ば、事故は起きるものだとあきらめてしまうか

らである。「ケガはつきもの」という発想自体

が、ケガを再生産している。

字義だけで言うならば、「ゼロリスクは幻

想」と「ケガはつきもの」は、一定のリスクの

実在を前提とする点では、同じような主張に読

み取れる。だが「ゼロリスクは幻想」であると

しても、「ケガはつきもの」だと開き直ること

はゆるされない。「ケガはつきもの」は、リス

ク回避という営みを最初から放棄するときに示

される態度であり、「ケガはつきもの」という

発想自体が、ケガを再生産する。リスクは「ゼ

ロ」でもなければ「つきもの」でもない。ゼロ

か 100 ではなく、リスク回避を目指しつつも、

それでも（残ってしまった小さな）リスクをど

こかの段階で受け入れる。こうして、当該活動

の持続可能性が高まっていく。

2　教育活動の持続可能性を高める

2.1.　魅惑モデルと持続可能モデル
学校で子どもに対して意図的に提供される各

種活動は、基本的にすべてが「教育」である。

授業だけではなく、学校行事や部活動、食事の

とり方や清掃の方法も、すべて広い意味で教育

活動に含まれる。「教育」とは、「望ましい知

識・技能・規範などの学習を促進する意図的な

働きかけの諸活動」（『広辞苑』（第七版））を指

す。望ましい知識・技能・規範を提供するとい

うことは、教育に無駄なものはなく、すべて

「子供のため」に必要なことである。学校のあ

らゆる活動はこうして、つねに正当化されるこ

とになる。

リスク研究の分野では、「リスク」を検証す

る際にその対になる言葉として「ベネフィッ

ト」（便益）が措定される。たとえば、暴風雨

のなかでコンビニに行こうとすれば、欲しいも

のが手に入るけれども、途中で身体がびしょ濡

れになったり思わぬ事故に遭ったりするかもし

れない。手に入れたいというベネフィットを重

視する（＝コンビニに行く）か、びしょ濡れに

なってしまうというリスクを重視する（＝コン

ビニには行かない）か。

私たちはつねに、リスクとベネフィットを天

秤にかけながら生活を送っている。このリスク

とベネフィットの両面を考慮することが、リス

ク研究の基本的な着眼点である。一方、学校で

おこなわれる「教育」という名の営みは、「望

ましい知識・技能・規範」が提供されるとい

う点で、ベネフィットそのものである。ベネ
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フィットが優先される状況下では、リスクは軽

視されやすくなる。だからこそ、ベネフィット

ではなく、あえてリスクの側面を強調し、リス

クを可視化させる必要がある。

リスクが可視化されようとするとき、大きく

分けて２つの反応が想定できる（図２）。その

一つは「魅惑モデル」と名づけることができ

る。これは、リスク（図中のマイナス）を見え

る化した際に、次々とベネフィット（図中のプ

ラス）を提示してくる反応である。部活動につ

いていうと、部活動がいかにすばらしいか、そ

の教育的意義が情熱的に語られる。プラスが

次々と重ねられていくため、マイナスはほとん

ど見えなくなり、部活動はいっそうの輝きを増

していく。

ただし、この魅惑モデルのもとでは、マイナ

スはいっさい減らない。生徒が大きな事故に

遭ったり、教員が過労で倒れたりしていても、

その事態が改善されることはない。その犠牲の

うえに、プラスが輝きを放っている。

もう一つの反応は、「持続可能モデル」と名

づけられる。これは、ベネフィットはそのまま

に、リスクだけを減じていく方法である。部活

動がなぜ過熱してきたかのかというと、部活動

には魅力がたっぷりあるからだ。魅力的すぎる

から、歯止めがかからない。そうだとすれば、

もう魅力を語る必要はない。マイナスだけを削

減していけばよいのであり、その結果として相

対的にプラスは多くなっていく。

ここでは部活動を例にとったが、さまざまな

教育活動に当てはまる。巨大組み体操のリスク

を明らかにすれば、いかにそれが子どもに一体

感や感動を生み出すかが語られる（魅惑モデ

ル）。だがそれではケガは減らない。運動会本

番が大いに盛り上がるなかで、練習中に骨折し

た子どもは参加できずにいる。それよりは、負

荷の小さい組み方で、すべての子どもが順調に

運動会に参加できるようにすべきである（持続

可能モデル）。

2.2.　学校柔道におけるリスク対策の成果
先ほど、学校管理下ではスポーツ活動中の事

故が大多数を示していると述べた。なかでも、

部活動中の事故が目立つ。学校管理下の負傷・

疾病事案のうち、中学校では 73.7% がスポーツ

活動時で、48.4% が運動部活動で起きている。

高校では 81.2% がスポーツ指導時で、57.1% が

運動部活動である。

運動部活動においては各種競技種目のなか

で、柔道でとりわけ多くの生徒が命を落として

きたことが知られている。1983 〜 2011 年度の

間には、中学校と高校で 118 件の死亡事故が発

生した。他の競技種目と比較すると、柔道部の

死亡率は突出して高い。多くのケースで、初心

者（中学１年生や高校１年生）が５月〜８月に

かけて、柔道部の練習中に大外刈りをかけられ

て頭部を損傷し、死亡している（内田 2013）。

全日本柔道連盟が発行している『柔道の安全

指導』を手にとってみると、その第１版にあた

る 2006 年版の巻頭言には、重大事故の「80%

近くが、中学生や高校生の部活動において発生

したものです。その原因はほとんどが不可抗力

的なものと考えますが、被災者の苦痛や家族の

図２　マイナスの可視化に対するリアクション

※筆者作成
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負担を思えば事故防止は最優先の課題です」と

書かれている。重大事故の発生は不可抗力的で

あり、回避は困難であるという姿勢だ。

2011 〜 2012 年にかけて各種メディアが、事

故の実態を一挙に報道した。初心者が大外刈り

などの技で頭部を損傷しているという特徴が可

視化されたことで、事故防止の着眼点が明確に

なり、事故防止への機運が高まった。第３版

となる 2011 年版の『柔道の安全指導』では、

第１版に見られたような態度は消え失せた。

巻頭言には、「受傷者の苦痛や家族の負担を考

えたとき、不可抗力や避けることのできないこ

ととして責任を回避することが許されるもので

はありません。事故要因の分析は、指導者や管

理者が安全対策を講じるうえで欠かせないこと

です」と、事故防止のためのたしかな意志を読

み取ることができる。「頭部・頸部の怪我」が

「重大事故に直接結び付くと考えられる」とさ

れ、その発生機序や予防策に多くのページが割

かれることになった。この姿勢は、その後の改

訂版（2020 年時点で第五版）にも引き継がれ

ている。

2012 年度以降、学校管理下の柔道部の死亡

事故は、激減している。「ケガはつきものだ」

といってリスクから目をそらすのではなく、頭

部外傷の防止に注力することで、子どもは安心

してスポーツ活動に専念することができる。今

日の柔道は、一部の犠牲のうえに成り立つもの

ではなく、子どもがみな安全に従事できる活

動、すなわち持続可能性の高い活動へと生まれ

変わっている。柔道事故の改善は、リスクに向

き合うことの重要性を教えてくれる、一つの成

功例である。

2.3.　生涯学習の観点から部活動を考える
部活動全体に話題を広げよう。2010 年代後

半頃から、生徒ならびに教員両者が抱える負荷

の面から、部活動の過熱が問題視されている。

生徒の部活動に関して、私は大学教員として

とても残念に思っていることがある。大学への

入学者が、部活動をつづけてくれないのだ。高

校時代に全国大会を目指して熱中したような学

生であっても、大学までは持続しない。「せっ

かく頑張ったのに、もったいない」と私が嘆

くと、「もう十分にやりましたから」と答えが

返ってくる。もはや燃え尽きているようにさえ

感じられる。中学校や高校に限定して考えるな

らば、部活動で盛り上がって３年間ないしは６

年間を満足に終えることができれば、それでよ

いのかもしれない。だが、大学教員は、その残

念な結末を目の当たりにする。

高校から大学に進学する際に、どれくらいの

生徒が部活動から離脱するのか。その全国の実

態はよくわからないものの、いくつかの調査結

果から実態の一端をつかむことができる。九州

大学における 2015 年６月の調査では、体育の

授業に参加した１年生のなかで、高校時代に運

動部に所属していた 535 名のうち、大学でも運

動部に所属しているのは 209 名（39.1%）であ

る。大学に入った時点で、約６割は運動部から

離脱している。また、やや古い調査ではあるも

のの、関東圏の４大学（千葉大学、帝京大学、

青山学院大学、東京工芸大学）で 2002 年７月

に１年生を対象に実施した調査（有効回答数

604）では、高校時代に運動部に所属していた

者のうち 30.9% が、大学に入ってからも運動部

に加入したという。ここでは約７割の離脱が認

められる。

高校では運動部に所属していたものの、大学
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に入学するや６〜７割が運動部から離脱してい

く。高校生のスポーツ活動は、持続可能なもの

ではなく、大学入学時に途切れてしまう。中学

校や高校で経験し夢中になったのであれば、そ

れを一生涯のものにしていくことが望ましい。

すなわち、部活動の持続可能性を高めなければ

ならない。

それは必ずしもスポーツや文化活動の拡大や充

実を目指すというわけではない。拡大や充実はと

もすれば過熱となって、その参加者を疲弊させた

り、活動の目的を見失わせたりする。そうではな

く、とりわけ教育機関においては、長期的なスパ

ンで生涯学習の観点から、スポーツや文化活動へ

の参加が模索されなければならない。

生涯学習の観点からのスポーツ活動について

は、昨年 10 月に経済産業省が「地域×スポー

ツクラブ産業研究会」を立ち上げて議論を重

ね、今年６月 25 日には、「第一次提言」をまと

めている。後述するとおり、部活動を指導する

教員の長時間労働の問題があるため、部活動そ

のものの持続可能性が危ぶまれるなか、その担

い手を地域社会に移すことによって、ジュニア

世代も学校の枠を超えて、スポーツ活動を継続

することができる。「第一次提言」には、「学校

の卒業に際して訪れる『引退』という概念が消

え、生涯、競技を楽しめる」（p. 21）と、新た

なスポーツ活動のあり方が示されている。

2.4.　部活動の未来
部活動は、教員にとっても心身に重大な負荷

を与えている。

2019 年１月、中央教育審議会は「新しい時

代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体

制の構築のための学校における働き方改革に関

する総合的な方策について（答申）」を発表し

た。答申は、「我が国の学校教育は大きな蓄積

と高い成果を上げているが、いま持続可能かど

うかの岐路に立っている」との危機認識にもと

づき作成された。「我が国の学校教育の高い成

果が、教員勤務実態調査に示されている教師の

長時間にわたる献身的な取組の結果によるもの

であるならば、持続可能であるとは言えない」

のであり、「持続可能な学校教育の中で教育成

果を維持し、向上させるためには、教師が我が

国の学校教育の蓄積を受け継ぎ、授業を改善す

るための時間を確保できるようにするための学

校における働き方改革が急務」（p. 5）と記さ

れている。

2016 年度に文部科学省が公立の小中学校を

対象に実施した教員勤務実態調査によると、

「教諭」における平日１日あたりの勤務時間

（平均）は、小学校が 11 時間 15 分、中学校が

11 時間 32 分に達した。2006 年度と比べると、

小学校では 43 分、中学校で 32 分の増加となっ

た。厚生労働省が定める「過労死ライン」（時

間外労働が月 80 時間以上）を超える教師は、

小学校で 33.5%、中学校では 57.6% を占めてい

る（図３）。

答申では長時間労働で教員の業務量が膨大で

あることを背景にして、何が教員の本来業務な

のかという観点 14 項目の業務が整理された。

14 項目のなかでは、部活動顧問の負担につい

てはもっとも多くの分量が割かれ、外部人材の

活用や地域への移行等による負担軽減の必要性

が説かれている。

世界的に見ても、日本の学校では部活動指導

に多くの時間が割かれている。OECD（経済協

力開発機構）が 2018 年に加盟国等 48 の国・地

域を対象に実施した「OECD 国際教員指導環

境調査（TALIS）」によると、日本は小中学校
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ともに教員の１週間あたりの勤務

時間がもっとも長く、中学校では

とりわけ「課外活動」の時間が長

かった。課外活動の時間数は、調

査参加国・地域の平均が 1.9 時間

であったのに対して、日本は 7.5

時間と群を抜いて多かった。

部活動は、「教育課程外」に位

置づいており、平たく言うと、必

ずしも学校で指導すべき事項では

ない。そうであるならば、リソー

ス（ヒト、モノ、カネ）の有限性

を踏まえたうえで、過熱し肥大化

してきた部活動を再設計しなけれ

ばならない。つまり、現状のリソースに見合っ

たかたちで、部活動を構想するのだ。

そのためには端的に、部活動の活動量を大幅

に縮小すること、すなわち「総量規制」を進め

ることが要請される。ここでいう「総量規制」

とは、具体的には大会やコンクールの参加回数

の制限、練習時間数や日数の制限を指す。活動

の総量がこれまでの半分以下になることを目指

す。そもそも部活動というのは、授業後の付加

的な活動として、生徒にスポーツや文化活動に

親しむ機会を提供するものである。競争原理に

もとづいて過熱すべきものではない。

このような活動量であればこそ、地域移行も

容易になる。専門性と安全性を保障してくれる

指導者が、限られた日時だけ指導にあたればよ

い。指導者にかけるべき予算も、少なくて済

む。しかも総量の拡大には諸々の追加的予算が

必要であるが、総量の削減には基本的に予算は

不要である。過熱した教育を冷ましていくこと

は、子どもと教員の両者の負荷を減らすことに

つながっていく。

学校の日常は、子どもと教員の活動によって

成り立っている。「教育」は、前向きで明るい

活動であるべきだ。だがそれを実現するために

は、遠回りのように見えるけれども、リスクに

向き合っていくことが先決である。持続可能性

を高める営みとは、目の前の影を冷静に見つ

め、その先にあるはずの光に向かって、歩んで

いく実践である。
（うちだ　りょう・名古屋大学准教授）

図３　教諭における１週間の勤務時間（持ち帰り仕事は含まない）

 （注）公立小・中学校教員における１週間の勤務時間（2016 年度）
出所：文部科学省「教員勤務実態調査（平成 28 年度）」
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全労連が「憲法が生きるコロナ後の
社会と運動飛躍」討議へ
連合異例の新体制と課題、22春闘始動と最賃、総選挙で
野党共闘効果

全労連が新たな運動方針づくりへ向け、「コロ

ナ後の社会と全労連運動の飛躍」の討議を進めて

いる。一方、連合は難航人事の結果、結成 32 年

で初めて中小ＪＡＭから芳野友子女性会長を選出

し、日教組からの清水秀行事務局長も初めての就

任となる。22 春闘も始動し、全労連などは春闘

先行を決定。連合は共闘のあり方とパターンセッ

ター見直しなど新たな動きも見え始めた。最賃引

き上げは近年最高の時給 28 円増を確保したが、

さらに先進国並みの水準実現も大きな課題だ。コ

ロナ禍の「シフト」労働の問題や総選挙と野党共

闘の効果などにも焦点を当てた。

■全労連がナショナルセンター強化へ討議

全労連が来年７月の定期大会に向けての先行討

議として、「憲法が生きるコロナ後の社会と運動

の飛躍」を論議している。黒澤幸一事務局長は「全

組合員参加の論議で労働運動の再構築をめざした

い」と抱負を語っている。

提案では、コロナ危機の社会的転換方向をめぐ

る激しいせめぎ合いのなか、全労連に期待される

社会的な役割と課題はこれまで以上に高まり、新

たな飛躍が求められていると強調している。

あわせてコロナ危機で浮き彫りとなった新自由

主義からの社会経済政治の転換には、労働組合の

社会的影響力の発揮がかぎになると指摘。結成 32

年を迎え、ナショナルセンターの強化へ綱領で定

める、「すべての労働者・国民とともに切実な要

求実現」「労働戦線統一の母体」「希望に輝く未来」

など歴史的役割の発揮を強調しているのが特徴で

ある。その上で、運動強化へ春闘再構築や組織拡

大など４つの「問題提起」を行っている。

★企業内組合の弱点克服へ

「問題提起１」は、産別の強化・拡充である。

行動綱領が示す「企業内労働組合の弱点克服」を

提起。職場を基礎にした産別統一闘争と地域闘争

を強化し、全国的な統一闘争の組織などをあげて

いる。企業横断的に影響力を高める「組織のあり

方」などを提起しているのも注目される。

★春闘で「理念だけでなく具体的強化論」も

「問題提起２」は、賃金、労働条件の改善へ国

民春闘の再構築を提起している。

春闘は企業内組合の弱点克服へ産別や地域に団

結して賃金の相場形成・波及をめざす闘いである

と強調。情勢では、財界・大企業の春闘破壊攻撃

や大企業労組の労使協調、企業内主義などの問題

もあげた。一方、労働組合の総体的な力の低下や

ストが成立しないなど厳しさのなかでも前進して

いる事例もあり、その検証も提起している。

さらに、賃上げ・労働条件改善など切実な職場、

地域の要求を「どうやって実現させるのか」「理

念だけでなく具体的な方策の検討」を強調し、産

青山　悠
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別春闘や地域春闘の再構築を提起した。また、大

企業の内部留保活用でも論議を呼びかけている。

雇用構造の変化も指摘し、日本的雇用の崩壊（年

功賃金、終身雇用）と非正規労働者や「雇用によ

らない働き方」が就労者の半数近くを占める中で

の春闘や労働運動のあり方などの検討も提起した。

★組織拡大の「スキル」も

「問題提起３」は組織拡大と学習教育活動の再

構築である。全労連の組合員は 98 年の最高 153

万人から 21 年に 97.4 万人へと減少している。対

策として、産別と地方・地域組織一体の活動やロー

カルユニオンなど地方・地域組織の強化の教訓に

学び、「組織化のスキル」なども提起した。活動

家育成へ「全労連版の組織戦略」の検討も提起し

ている。

★飛躍へ魅力ある賃金、労働政策

「問題提起４」では、飛躍をめざし魅力ある要求・

政策づくりを例示した。課題では①賃金の社会的

規制へ全国一律最賃 1500 円の実現。産別・職種

別最賃、②均等待遇、同一労働同一賃金の推進、

③労働時間の短縮へ１日６時間働けば暮らせる社

会（ヨーロッパ並み・週５日で 30 時間労働）、④

公共の充実。公務、医療、介護、福祉、公共交通、

物流、卸小売、農林水産をあげ、「再公営化」な

ども提起している。

★地方、産別から期待の声

問題提起に対して期待の声が表明されている。

７月の評議員会では「全労連結成 32 年。企業

内組合の弱点克服や組織拡大など働く者の要求実

現へ組織変革の転機に」（道労連）、「単産、地方

を有機的に機能させ、全員参加の運動構築へ全国

的な交流も」（秋田）、「これまでの運動の問題を

踏まえた論議を」（神奈川）、「企業内の運動の危

機感を共有しあい、30 年で変えてはならないもの、

変えるべきものなど踏まえて、全労連、産別、地

方、１人ひとりが全労連の未来を創る論議を」（岐

阜）、「新自由主義のたたかいと方向性の認識は重

要だ」（九州ブロック会議）と発言。国公労連や

全教なども要求実現と組織拡大を含めて賛同を表

明している。

10 月 14 日の幹事会で黒澤事務局長は、問題提

起ごとに４グループで討議を進め、来年の定期大

会で提言案を確認し、23 年の評議員会で提言確認

の方向を提起した。

■いくつかの論点

討議ではいくつかの論点もある。

例えば、企業別組合の弱点克服と産別強化、統

一闘争との関係などである。企業別組合について

は学者、活動家、労働界を含めて克服論や擁護論、

内部変革論など論争がある。討議では具体的な運

動課題で検討することも必要だろう。

企業別組合の検討では、企業別と産別の賃金、

時短、雇用や組織拡大、教宣、争議支援、産業政策、

政治闘争など横断的運動と交渉方式や加盟形態な

ども課題となる。欧州との運動比較も必要だ。

参考文献では『労働組合の組織と運営』（大河

内一男・氏原正治郎編・光文堂）、『企業別組合』（白

井泰四郎著・中公新書）、『企業別組合の理論　も

うひとつの日本的労使関係』（河西宏祐著・日本

評論社）、『企業別組合は日本の「トロイの木馬」』

（宮前忠夫著・本の泉社）なども検討素材となろう。

春闘再構築では、金属大手の企業主義・共闘軽

視の打開へ向け、今年初めて挑戦し成果を上げた

春闘先行の強化拡大も重要課題だ。統一闘争で産

別間のバラツキ克服も重要課題となる。

組織拡大では毎年約９万人を拡大しているが、

さらなる拡大が課題。ローカルユニオンは 42 都

道府県 191 ユニオン 9,376 人で、今後の拡大も重

視されている。産別と地方、地域とローカルユニ

オンとの関係や「二重加盟」容認なども論点とな

ろう。
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職場の問題も重要課題。原案では「職場組合員

の結集、地域の統一行動に結集する力は組織的な

後退傾向にある」と指摘していた。

連合もこれまでの職場総対話では「成果主義で

職場は深刻」「組合離れ」「合理化で人手不足」「役

員のなり手がいない」など事態は深刻だ。労働界

共通の職場活性化は喫緊の課題である。

■連合異例の新体制と難航人事の歴史と運動

連合の新体制は難航した結果、10 月６日の定期

大会で芳野友子会長、清水秀行事務局長を選出し

た。連合結成 32 年で初めて中小のＪＡＭから女

性会長、日教組からの事務局長も初めてである。

ナショナルセンターの女性トップは、全労連の

小畑雅子議長に次いで２人目となる。

連合人事８代目。これまでも難航を重ねてきた

32 年８期の難航人事と運動の特徴を検証した。

★初代、連合結成、「政治好き」参院選で 11 人

当選（1989 〜 94 年）。山岸章会長（全電通）・山

田清吾事務局長（ゼンセン同盟）、藁科満治会長

代行（電機労連）。山岸会長は総評・全電通の委

員長で「政治好き」といわれ、野党再編の起爆剤

として行動し、社会党と民主党との合流に動いた。

90 年の参院選では産別の組織内候補者で「連合の

会」を設置し、11 人を当選。93 年には細川日本

新党 ･ 非自民８党連立政権を確立した。

★２代目、早くも混乱人事。減税で国会前座り

込み（1994 〜 97 年）。芦田甚之助会長（ゼンセン

同盟）・鷲尾悦也事務局長（鉄鋼労連）。事務局長

は 95 年の第４回大会で初の選挙で波乱。ＪＲ総

連の福原福太郎委員長が「連合運動の活性化」を

掲げて立候補。選挙では鷲尾事務局長が 485 票を

獲得して再選された。福原氏には予想を上回る１

割近い 49 票が集まり、連合運動への不満の表れ

とみられた。

運動では連合は大衆運動を嫌っていたが、芦田

会長らは 97 年に初めて２兆円のサラリーマン減

税廃止反対で国会前座り込みを行った。

★３代目、会長選で波乱。全労連と同時多発的

行動（1997 〜 2001 年）。鷲尾悦也会長・笹森清事

務局長（電力総連）。97 年の第５回大会は会長人

事で紛糾。会長に２人が出馬を表明。役員推薦委

員会は、会長に鷲尾事務局長を昇格。出馬を表明

していた得本輝人自動車総連会長（トヨタ労組）

は消滅した。

こうした会長一本化の動きにＪＲ総連の柴田光

治委員長が「密室での調整だ」と批判して会長に

立候補し、連合初の会長選が行われた。鷲尾氏が

477 票を獲得して会長に選ばれたが、柴田氏も 29

票、白票 30 票を含めると 59 票を占めた。

運動で鷲尾氏は 98 年の裁量労働の拡大反対で

全労連と国会前で同時多発行動や春闘集会で東

京・代々木公園での時差開催準備なども進めた。

★４代目も会長選。有力産別の幹部２人が選挙

（2001 〜 05 年）。笹森清会長・草野忠義事務局長（自

動車総連）。03 年の第８回大会も会長選挙。現職

で再選をめざす笹森会長に対し、高木剛ＵＡゼン

セン同盟会長が立候補。選挙結果は笹森氏 346 票、

高木 149 票、無効７票で、笹森氏が続投を決めた。

笹森会長は全労連に雇用限定共闘を呼びかけ、

連合サマーセミナーには共産党を含む７党幹部も

参加した。全労連は連合に「健闘期待」を表明した。

★５代目も会長選。憲法争点に全国ユニオン奮

闘（2005 〜 09 年）。高木剛会長・古賀伸明事務局

長（電機連合）。05 年の会長も３回目の選挙。高

木剛氏の会長立候補に対して、全国ユニオンの鴨

桃代会長が９条改憲反対で立候補。投票結果は高

木氏 323 票、鴨氏 107 票、白票 39 票、無効３票で、

高木会長が選出された。一方、鴨氏の予想外の健

闘に、会場から「ウオー」と声があがった。

高木会長は大会後、連合の９条改憲論議の保留

を表明。ＪＣのベアゼロ回答に対抗し「有志共闘」
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の結成や労働審判制度の創設にも寄与した。

★６代目、与野党政権。国会 14,000 人包囲も

（2009 〜 15 年）。古賀伸明会長・南雲弘行事務局

長（電力総連）。13 年から神津里季生事務局長（基

幹労連）。任期中に与党、野党時代を経験。15 年

に安保法制反対で連合最大の 14,000 人が国会を包

囲した。

★７代目、700 万連合回復、コロナ禍で苦闘（2015

〜 21 年）。神津里季生会長・逢見直人事務局長（Ｕ

Ａゼンセン同盟）。17 年から逢見直人専従会長代

行、相原康伸事務局長（自動車総連）となる。

運動では、組織を 700 万人台に回復させ、同一

労働同一賃金制の法制化などを実現。一方、残業

代ゼロ法案修正問題で組織的な混乱。政治では立

憲、国民の一体化で混迷し、20 年からコロナ禍の

新自由主義打開で苦闘した。野党共闘では結成 30

年前の反共主義への先祖返りをみせ、連合 32 年

で大衆運動の少ないのも特徴である。

■今回８代目。異例の難航、初の中小・女性会長

第８代（2021 年〜）。芳野友子会長（ＪＡＭ）・

清水秀行事務局長（日教組）、会長代行は松浦昭

彦ＵＡゼンセン同盟会長、川本淳自治労委員長が

就任した。連合結成 32 年で中堅中小産別の女性

会長は初めて。ＪＡＭでは前身の全金同盟で旧同

盟の天池清次会長以来の会長就任。官公労から日

教組の事務局長も初めて。日教組では旧総評の槙

枝元文議長以来のトップ就任となる。

役選人事は難航した。役員推薦委員会が大会で

｢38 回の会議｣「生みの苦しみ」と報告するほど難

航混迷ぶりを見せた。立候補者の成り手が少なく、

選挙管理委員会は告示を延期し、トップ人事の推

薦が決まったのは 10 月６日の大会開催日の 10 日

ほど前という前代未聞の異常事態となった。

会長候補とみられた相原事務局長や役員推薦委

員長の難波淳介運輸労連委員長なども出身組合な

どの都合で頓挫した。連合結成以来の混迷ぶりの

背景には、単組・産別優先や政治問題など連合運

動の見直しを含め、連合役員ＯＢからは「連合の

危機」との声も聞かれた。選挙は役員 62 人一括

で投票 480 人のうち信任は 435 票だった。出身産

別の安河内賢弘会長は「産別として全力で支える」

と語り、会長代行の松浦、川本両氏も「両脇から

２本柱としてサポート」と表明。協力体制でナショ

ナルセンターのリーダーシップの発揮が問われて

いる。

■前途多難、リーダーシップの発揮を

新体制で会長、事務局長ともナショナルセン

ターレベルの運動関与は初めであり、春闘や組織

拡大、政策・政治などで手腕が問われることになる。

大会の新方針にはコロナ禍打開へ「新しい運動

スタイルの構築」を掲げ、集団的労使関係の強化

拡大を決定。中小・非正規の組織拡大へ「地域ゼ

ネラルユニオン」の検討や労働者代表制の法制化、

「あいまい雇用」で労働者概念の拡大をうちだした。

愁眉の春闘では、世界でも異例とされる日本の

賃金低下の打開や男女格差、非正規労働者の均等

待遇など処遇改善などが重要課題。単組・産別自

決でなく、連合への求心力を高め、要求遵守と共

闘強化による高い春闘相場の形成波及へ向けた調

整・指導力の発揮が課題となる。政治では立憲、

国民との一体化が最大の焦点となっている。

また連合は 22 春闘で、国民生活の維持・改善

へ労働組合は前に出て「けん引役」を果たし、社

会的責任を果たす春闘としていることも注目され

る。

岸田首相が新設した「新しい資本主義実現会議」

に労働者代表として芳野連合会長も参加した。経

団連から参加している十倉会長は同会議について

経団連の「新成長戦力と軌を一にしている」と評

価。経済成長を最優先に、労働時間改悪や違法解
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雇の合法化なども掲げている。

芳野連合会長は首相や経済界との接点は薄かっ

たとされ、政府会議で分配構造のゆがみ是正や働

き方改革などで手腕が問われることになる。

会見で芳野会長は「女性のガラスの天井を破る

チャンス」と表明。「不安はあるが、現場の意見

を聞いて合意形成」と語る。前途は多難。構成組

織の意見調整とあわせ、諸闘争でナショナルセン

ターのリーダーシップの発揮が問われている。

■22初陣春闘で新体制の手腕問われる

新体制はまず 22 初陣春闘で手腕が問われるこ

とになる。会長、事務局長ともでナショナレセン

ターレベルの春闘関与は初めてだ。

芳野会長は初陣春闘で「男女の賃金格差、非正

規の処遇改善で連合は変わったと踏み込んだ春闘

にしたい」と強調。清水事務局長は ｢20 数年間、

日本の賃金が上がっていないことは衝撃的だ。構

成組織にはよく検討してもらい｣ と、世界から異

例とされる日本の賃金停滞の打破をにじませた。

連合は 10 月 21 日の中執会議や 11 月２日の春

闘中央討論集会で 22 春闘構想として、世界から

異例とされる賃金停滞の打開へ、「４％程度」（ベ

ア２％程度）の賃上げ要求案を提起した。

春闘構想案ではコロナ禍で非正規、女性の雇用・

生活への影響が大きいと指摘。日本の賃金水準は

1997 年をピークに停滞を続け、その背景には不安

定雇用の増大と中間層の圧縮、貧困や格差拡大な

ど「分配のゆがみがある」と指摘。春闘ではすべ

ての組合が月例賃金の改善に取り組むことを基本

に、「人への投資」を積極的に求める「未来づく

り春闘」を提唱している。

要求案は賃上げ分２％程度と定昇相当分を含め

４％程度を目安とし、８年連続の同水準となる。

個別賃金は 30 歳､ 35 歳で設定。中小組合は定昇

相当分 4,500 円にベア２％分の 6,000 円を目標に

10,500 円以上を目安に設定。連合のベア獲得組合

は 14 年の 40.4％をピークに 21 春闘では 26.8％と

低下し、ベア獲得の組織内波及も大きな課題とし

ている。

闘争体制では、金属、化学、流通、交通、公益

など５部門別共闘連絡会議の設置と闘い方につい

て、共闘とパターンセッターのあり方も検討とし

ているのが注目される。春闘に影響を与えてきた

金属労協も 46 年。産別・単組自決で共闘は崩れ、

パターンセッターの機能は低下。今後は春闘など

を連合金属部門に移行し、連合も 13 部門構想を

打ち出し、今後の動向が注目されている。

日本の賃金低下は 20 年の平均賃金でみると、

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）加盟国で日本は 22

位で、19 位の韓国よりも低い。この 30 年間で韓

国は 90％以上の賃上げをしているが、日本は４％

にとどまる。「過少ベアはデフレ加担」と連合総

研も指摘しており、世界でも異例とされる日本の

賃金停滞打破は新体制の大きな課題となる。

■全労連など22年も春闘先行、成果を継承

全労連など国民春闘は 10 月 20 日に総会を開き、

22 春闘も金属大手より１週間早い３月９日に集中

回答、10 日にストを含む全国統一闘争の方針案を

確認した。11 月 22 〜 23 日に 22 国民春闘討論集

会を開き、さらに論議を深める方針である。

春闘先行は全労連などがコロナ禍の 21 春闘で

連合トヨタなど金属大手のベア見送り・要求内容

非公開など自社型で共闘軽視の春闘変質に対し

て、結成 32 年で初めてストを含む先行回答に挑

戦して成果を獲得。メディアも初めて全労連など

の先行回答を報道した。

22 国民春闘方針の構想案でも、21 春闘の成果

を踏まえ、国民春闘共闘・全労連だからこそでき

る闘いとして、春闘全体をリードできる戦術とな

る大手金属より先行する方針を確認した。産別か
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らも「春闘先行回答とストで成果を上げている。

22 春闘も先行し、春闘共闘すべての組合のストを

構えた全国統一闘争を」（JMITU）、「コロナ禍で

病院の人手不足は深刻だ。人材確保のためには労

働条件の引き上げが重要であり、スト権確立を背

景に産別結集を重視」（医労連）などが表明され

ている。

闘争体制ではとりわけ先行組合（昨年は 29 産

別中 12 産別､ 41.3％が回答集中日で統一）の増加

を重視。また初めて「全国 5,000 事業所前宣伝行動」

を展開し、未組織労働者の春闘参加と組織拡大を

連動させているのも注目される。

要求案はアンケートを踏まえ、昨年と同水準の

月額 25,000 円以上、時間額 150 円以上、産別・企

業内最賃は時間額 1500 円以上、全国一律最賃の

確立も重視している。

■春闘先行の前進成果と今後の課題

22 春闘では全労連、連合とも世界から異例とさ

れる日本の賃金停滞の打破では共通している。違

いは、全労連などは生計費に基づく大幅賃上げと

全国統一ストを背景に、先行回答で春闘のリード

役に挑戦していることである。

全労連などが春闘先行の前進成果として挙げて

いるのは次の通りだ。①先行回答、記者会見で水

準獲得成果など影響力を高めた、②要求提出率、

スト実施率で昨年を上回り、スト権確立率（60.4％）

はこの 10 年間で最も高くなった、③コロナ禍で

も労働組合に結集して、職場、産別、地域への行

動を強め、雇用も賃金も獲得する闘いを前進させ

た、④春闘で組織拡大・強化も図られた、⑤初め

ての「変えるリーフ」は産別・地方一体の取り組

みで 106 万配布、⑥アンケート「VOICE ！」で

職場、地域の切実な声が寄せられたことなどを挙

げている。

また、粘り強い交渉で回答集計ごとに賃上げ水

準がアップし、連合集計の下降回答との違いも見

せた。検証すると、１次集計（３月 11 日）の平

均 4,909 円（１.69％）から最終の８次集計（７月

８日）には 5,696 円（１.93％）と獲得額・率とも

上昇妥結となっている。他方、連合の 1 次集計（3

月 19 日）は 5,563 円（1.81％）だが、最終の 7 次

集計では 5,180 円（1.78％）へと下降妥決となっ

ている。（表）

一方、課題としては、①賃上げ結果は要求額か

らすると低額であり、長期に続く賃金の低迷に歯
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止めをかける流れを作るに至っていない、②減少

傾向にある要求アンケート総数（目標 100 万人、

集約 25 万 2,346 人）や要求提出組合数を増やすこ

と、③コロナ禍で業界・企業ごとの業績が異なる

中、産別統一闘争を強めること、④全国統一行動

への結集を強化することなどを指摘。賃金闘争の

さらなる発展と実践に向けた論議を提起し、黒澤

事務局長は「春闘前進へ職場、地域の労働者の立

ち上がりにこだわった春闘をめざそう」と訴えて

いる。

■過去最大の最賃28円増とEU並み水準ヘ

全労連など 22 国民春闘総会では「地域最賃時

給 28 円増を踏まえ、企業内最賃など全体の賃上

げへ活用を」（道労連）などの発言も出されている。

21 年度の最賃改定は全国加重平均で 28 円増

（3.1％増）と、上げ幅では 78 年度の目安制度以降

で最大となった。水準は現行の 902 円から 930 円、

最高は東京の 1,041 円で、最低の高知、沖縄 28 円

増の 820 円となり、地域間格差は 221 円。全都道

府県で 800 円を超えたのは、民主党政権時の 10

年の政労使・雇用戦略対話で合意した「できる限

り早期に全国最低 800 円、全国平均 1000 円」から、

11年を経てようやく800円に到達したことになる。

最賃の水準と決定方式では、今年の政府の改定

諮問でも「諸外国の取組も参考に」とされるよう

に、各国の水準と取り組みの連携が重要となって

いる。21 年の最賃引き上げはドイツが 1.6% アッ

プ（18.4 円増。1,239 円）、フランス 0.99％（12.3

円増。1,338 円）。 イギリスは 10 月 25 日に 6.6％（95

円増、1,489 円）の引き上げを発表した。

賃金の中央値に占める最賃の割合もフランスは

61.4％と高く、イギリス 55.1％、カナダ 51.2％、

ドイツ 48.2％だが、日本は 43.6% に過ぎない。

決定基準もフランスは実質賃金上昇率の２分の

１以上など賃上げと最賃を連動。ドイツも労働協

約の賃金動向に従うこととし、イギリスも政府目

標は 24 年までに賃金中央値の３分の２水準と決

めている。ILO の最賃条約も「国内の一般的標準

賃金」「労働者の団体協約の賃上げを参酌」と規

定し、組合の賃上げと最賃引き上げを連動させて

いる。

中澤秀一・静岡県立大学短期大学部准教授も「審

議会のあり方を変え、水準に関わる法改正も必要

だ」と述べつつ、春闘など組織労働者の賃金水準

引き上げと最賃引き上げとの連動を視野に入れた

運動を示唆している。

■「シフト制労働」を是正し、組織拡大へ

コロナ禍は雇用破壊にも大きな影響を与え、新

たな問題として「シフト制労働」がクローズアッ

プされている。シフト制労働とは、厚労省通達で

は「月、週または日ごとの所定労働時間が、一定

期間ごとに作成される勤務表により、非定型的に

特定される労働者」の働き方と規定している。

首都圏青年ユニオンが行った昨年４月から 12

月までの労働相談には例年の 2.5 倍に当たる約

800 件にのぼり、65％が事業主都合の「補償なし

休業」で、パート・学生・アルバイトが８割を占

めた。

シフト制労働の是正運動の結果、政府は昨年、

休業手当が支払われない労働者について「休業支

援金」の制度を創設した。当初は中小企業だけが

対象だったが、その後、大企業にも適用できるよ

うになった。しかし、予算 5,700 億円のうち活用

は約３割にとどまり、活用の改善・拡充が求めら

れている

青年ユニオンは政府に対して最低保障賃金など

の政策を要求。組合加入も進み、約 40 企業、約

80 人に拡大し、支部結成など手応えを語っている。

■総選挙結果と野党共闘効果
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岸田政権のもとで初めての総選挙が 10 月 31 日

投票で行われた。選挙戦は与党に対する「野党共

闘」の構図となったが、自民は過半数の 261 議席

（15 減）を確保した。野党共闘の立憲（13 減 96

議席）、国民（3 増 11 議席）、共産（2 減 10 議席）、

れいわ（2 増 3 議席）、社民（現状 1 議席）となっ

た。野党共闘は全 289 選挙区のうち 217 選挙区で

候補者を一本化し、当選は 62 議席となった。1 万

票以内で惜敗した選挙区は 32 に上っている。

連合は立憲、国民など 213 人を推薦し、当選は

前回と同じ 99 人にとどまった。11 月 1 日に選挙

結果について清水秀行事務局長の談話を発表。要

旨は「自公の絶対安定多数を許し、国会の勢力図

は変わらず極めて残念」と指摘。その上で「国民

民主党は現職全員の当選など健闘し、一方、立憲

民主党は改選前の議席を割り込み大きな課題を残

した。両党には選挙結果を検証し、連携・協力の

深化を期待し、連合も両党とより密に連携する」

としている。

産別では、電力労組幹部などが福井２区で原発

推進の自民党候補を支援（連合福井は立憲推薦）

とも報道され、愛知 11 区ではトヨタ系候補が辞退

し、カーボンニュートラル政策で保守系を支援、

東京 12 区では連合東京が公明党候補支援とも報じ

られている。連合産別、単組が産業政策・利害な

どで自民、公明候補支援など大きな問題を残した。

芳野会長は選挙後の会見で「立憲と共産との共

闘は残念」と述べ、「来年の参院選でも、立憲と

共産との共闘は認められない」「共産党と共闘す

る市民連合も受け入れ難い」と踏み込んだ。しか

し、連合内部は「野党の共闘体制を強化」（自治労）、

「中道非共産を基軸に」（UA ゼンセン）から自民、

公明候補支援まで分散化。「かつてなく政治的な

溝は深い」との声も聞かれる中で新会長の政治分

野の一体化への前途は多難だ。

共産と立憲などとの共闘について、神津前連合

会長は「共産党との共闘には与しないが、選挙区

の候補者調整は選挙戦術上の事柄として政党間で

協議・決定されるものであり、連合が関知するも

のではない」と語っている。新会長はその事実を

どう受け止め、今後、どう対応するのか論議とな

ろう。

また市民連合と共産党など 4 野党の関係につい

ても、連合産別内では共闘支援の組織もあり、市

民連合に対する共闘選別も問題となろう。

全労連は 11 月 1 日に選挙結果について黒澤幸

一事務局長の談話を発表。骨子は「市民と野党共

闘 4 野党の統一候補は全体として議席を伸ばすに

は至らなかったが、多くの選挙区で競り勝つ成果

を得た」と指摘。その上で「市民連合と 4 野党の

共通政策は政権づくりまで合意した画期的なもの

となったが、短期間の選挙戦で国民に十分に浸透

しきれなかった。全労連は政策実現へ市民と野党

の共闘がさらに豊かになるよう力を尽くし、来年

の参院選で改憲勢力を過半数割れに追い込み、労

働者・国民の要求実現の政治転換へ奮闘する」と

している。

市民連合も総選挙結果に関する声明を発表。各

地で野党候補勝利のために奮闘した市民に敬意と

感謝を表明した上で、「多くの選挙区で僅差で敗

北したことは極めて残念だ。しかし接戦の選挙区

が多かったことは野党と市民の協力に一定の効果

があった」と評価。選挙の反省をもとに、「日常

的な政策実現の取り組みとあわせ、来年の参議院

選挙を戦う体制を再構築し、今後とも自民党に代

わる選択肢の創出に努力を続ける」としている。

全労連は総選挙で市民連合と 4 野党の政策合意

を支持し、生活・雇用・生業を守る政策実現政権

の確立へ全労協、総がかり行動実行委ともエール

を交換。中央、地方で市民と労組、野党との共闘

のすそ野を拡げ、今後の運動展開が注目される。

（あおやま　ゆう・ジャーナリスト）
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政治も経済も、そして社会のあり方までもが

大企業の利益追求を軸に回っているような日本

の社会について、「企業中心社会」と言い、あ

るいは「日本的経営」と呼ばれる企業システム

を称して「会社主義」と称する人たちもいる。

今日、働く貧困層が増大し、富める者は富

み、「格差社会」は流行語にもなった。「失われ

た 20 年」と言われるように、経済の長期停滞

が指摘されてもいる。

その一方で、コロナ禍で多くの国民が不安を

抱える中でも、景気の指標、あるいは企業業績

の動向を反映すると言われる株価は、今年２月

に 30 年ぶりに３万円を突破し、徐々に下がっ

たかと思えば、菅首相が退陣を表明したとたん

に再び３万円を突破、31 年ぶりの高値を更新

した。企業の利益は高水準で、内部留保も摘み

上がっているという。それでも賃金は上がら

ず、若者の将来不安は尽きない。

確かに、経済活動は企業を軸に回っている。

そして社会的存在である企業の「存在の仕方」、

現代企業の行動原理は変化してきた。労働者や

一般市民が、その変化に適切に対応するのはむ

つかしい。企業というものは、そこで働くこと

によって生活を維持している労働者にとって、

いい話ばかりではなく、リストラもあり、過労

死もあり、企業の不祥事などもあって、いまや

「いい学校を出て、大企業に就職すれば安心」

という観念は昔話になったようだ。

経済や金融の専門家、企業家や労働組合の指

導的な立場にある活動家などならともかく、労

働者や一般市民にとって、現代企業はわかりに

くい存在であるばかりか、ある場合には理不尽

な存在であるようにも思える。

『図説　企業の論点』は、そのような人たち

にとって、現代の企業をどう見たらいいのか、

その道案内の書である。

本書は、４つの章で構成されて、各章は、そ

れぞれの項目ごとに設定されたキーワードが、

短い文章で解説される。

第１章「株価重視で変わる日本の企業」は、

「企業とは何か」から始まって、「会社は誰のも

のか」で括られる。

第２章「企業が生み出す富と社会」は、「わ

が国の企業構造」で始まり、富の行き先、企業

の内部留保などを経て、「アベノミクスでつく

られた株価」に至る。

野中郁江・三和裕美子	編野中郁江・三和裕美子	編

 『図説　企業の論点』 『図説　企業の論点』

本の紹介

原冨　悟

（旬報社、2021 年５月　1,500 円＋税）
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第３章「働く人と企業」では、「『働き方改

革』がもたらすもの」という問題提起から、

「コロナ禍の労働問題」まで、企業で働く人に

焦点があてられる。

第１章から第３章まで、「企業とは」「富の行

き先は」「働く人は」と問いかけてきて、第４

章の「私たちの未来　企業と地球・市民」は、

視野が広げられて「持続可能な世界を求めて」

に始まり、社会的企業の役割にも触れ、「フェ

アトレードで実現する持続可能な社会」で結ば

れる。

○

第１章では、わが国における株式保有構造の

変化と株主の匿名化が語られ、所有と経営の

分離、「モノ言うファンド」による企業支配な

ど、日本企業の支配構造を明らかにし、短期的

な利益を指向する株主の存在と「株主主権」の

強まり、それを制度的に保障しようとする会社

法の変遷が、株主重視の経営を促進し、株主へ

の富の分配を増加させ、企業の活動を株主利益

の最大化へと向かわせたと解説する。そのうえ

で「会社は誰のものか」と問う。そして、「株

主主権論に対して、従業員、消費者、取引先な

どの多様なステークホルダーを重視した経営を

求める機運が高まっています」「企業は様々な

ステークホルダーで成り立っており、株主だけ

が特別に重要であるという考え方は見直されつ

つあります」と指摘し、「日本的経営における

経営者の使命感、理念、『国民の福祉を増大す

るための経営』に今一度立ち返ってみる必要が

あるのではないでしょうか」とむすび、第２章

の解説に向かう。

第２章は、「企業が生み出した富がどのよう

に回りまわっているのか」を見ることで「どう

すれば人々の生活を豊かにしながら企業も発展

できるか、政府の役割は何か」と課題が設定さ

れる。利益のもととなる企業の価値（富）＝付

加価値を生み出しているのは労働者であり、付

加価値の分配をめぐる労働者と企業（資本家）

との闘いは階級闘争である。近年、企業の収益

力は高まっているが、労働者が生み出した付加

価値の労働者への分配は減少し、税負担は軽減

され、配当がふえ、内部留保が積み上がってい

る。この章では、原発事故の負担の構造やアベ

ノミクスの「３本の矢」、そして「作られた株

価」が説明される。

第３章は、企業で働く人の問題＝労働問題を

扱っている。「民主主義は工場の門前で立ちす

くむ」と言う現状と、国際労働機関（ILO）の

ディーセント・ワーク（働きがいのある人間ら

しい仕事）をひきつつ、現代企業に対する、労

働者と労働組合、消費者、市民の社会的な監視

が求められているとして、「労働問題は、労働

者だけの問題ではなく、企業の問題そのもの」

と言う視点から、働き方改革、ブラック企業、

非正規雇用、コンビニ会計、ウーバーイーツ、

ハラスメント、遅れている日本企業のジェン

ダー平等、会社再建と整理解雇、企業再編と純

粋持ち株会社など、具体的な事例をあげてその

問題点を指摘し、労働法の意義と労働組合の役

割が語られる。

第４章（終章）の標題は「わたしたちの未来

　企業と地球・市民」とされ、章の冒頭には

「資本主義の発展につれて企業は成長し、大き

な富を人々にもたらしてきました。しかし、貧

困はなくならず、社会的な格差が拡大すること

によって起きる様々な問題、また、地球温暖化

など環境への影響が深化しています。新型コロ

ナによってもたらされたパンデミックにより、

私たちは企業を変革する必要性を一層強く感じ

本の紹介 https://rodosoken.com/
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ています」とある。そして、サプライチェーン

企業の人権問題、タックスヘイブン、企業と原

発、社会的企業、クラウドファンディング、地

球温暖化、ＳＤＧｓ、フェアトレードなどにつ

いて取り上げ、企業のあるべき方向性を指し示

そうとしている。

○

企業とは何か。企業は誰のものか。企業は社

会の中でどういう存在であるべきか。こうした

問いかけが、本書の中に、コンパクトに詰め込

まれている。

本書の執筆には、様々な専門分野の研究者、

弁護士、ジャーナリスト、労働運動家が参加し

ている。39 項目に設定され、それぞれに図表

を伴ったキーワードは、各章に括られながら、

その全体の配列そのものが、読者の思考を促

す。

問題が、原理的に簡潔に解説され、専門家で

なくとも、経済や企業活動にかかわるリテラ

シーを高めることができる。つまり「素人にも

読める」解説書であり、読者に考える視点を提

供してくれるテキストになっている。専門用語

や横文字が出てくるが、それは文脈で理解でき

る。

労働組合運動に、社会運動に、あるいは職場

で、地域で、どのように生かすかは、読者次第

である。
（はらとみ　さとる・労働総研理事）

※本稿は、「労働総研ニュース」№ 379（2021

年 10 月号）から転載したものです。

『図説　企業の論点』https://rodosoken.com/
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次号予告（№ 121　2021 年秋季号）

【特集】
労働総研「若者の仕事と暮らしに関するアンケート」

調査結果分析 

■今号の特集では、もはやブームにさえなっている SDGs（持続可能な開発目標）
について、労働運動がこの壮大なゴールにどう向き合い、どう取り組むのかを考
えるための一助となるべく論点整理を行っている。

■経済、社会、環境の各分野で抱えているさまざまな課題は、どれも一筋縄では解決できず、まさに
変革（トランスフォーム）なしには解決不可能である。本文で触れられているように、SDGs は変革
のための道具でもあり、処方箋でもあり、羅針盤でもある。だからこそ、労働運動には SDGs を使い
こなすだけの知識、スキル、見識、慧眼などが求められているのである。使いこなすことは容易では
ないが、労働運動が取り組む価値は大いにある。
■特集以外でも、全労連が来年の定期大会に向けて討議している「憲法が生きるコロナ後の社会と運
動の飛躍」の内容のほか、結成以来初の女性会長を選出した連合の動向、始動した 22 春闘、最賃引
き上げの課題等を掲載している。ご一読の上、是非感想をお寄せいただきたい。（S.N.）
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